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スルタン・オマール・アリ・サイフディン 3世と新連邦構想
ブルネイのマレーシア編入問題　1959–1963

鈴　木　陽　一

Sultan Omar Ali Saifuddin III and the New Federation Plan
The Problem of Brunei’s Incorporation into Malaysia, 1959–1963

SUZUKI, Yoichi

This article explains why Brunei did not join Malaysia in 1963. In 1961, Tunku 
Abdul Rahman, Prime Minister of the Federation of Malaya, proposed the 
Malaysia Plan. The intention of the Plan was to expand the Federation to incor-
porate Brunei, Sarawak, North Borneo (now Sabah) and Singapore—states 
that were, at the time, still under the aegis of the British Empire—into the new 
federation, Malaysia. Since the majority of the people in Brunei were Malay, 
Brunei’s entry was considered a natural consequence of self-determination.  
However, the anticipated negotiations between Malaya and Brunei to estab-
lish Malaysia faced numerous difficulties. The Sultan of Brunei, Omar Ali 
Saifuddin III, finally rejected the Plan, establishing Malaysia in 1963 without 
Brunei; thereafter, Brunei remained under the aegis of Great Britain for more 
than 20 years.

Clarifying the developing relations between the main characters, this arti-
cle reviews the related events in order. Chapter 1 examines the British global 
strategy and Brunei’s position in the early 1960s. Chapter 2 provides an over-
view of the advocacy of the Malaysia Plan and the first negotiation between 
Malaya and Brunei. Chapter 3 examines the 1962 Brunei Uprising, the North 
Kalimantan National Army’s revolt and its impact on the Sultan’s position. 
Furthermore, it examines the second negotiation between Malaya and Brunei. 
Chapter 4 provides an overview of the final negotiation and the subsequent 
events after the establishment of Malaysia.

This article concludes by emphasizing the impact of the uprising on the 
Sultan’s decision. While the revolution was really close to being totally suc-
cessful, it was ultimately suppressed by Great Britain. The British Empire 
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はじめに

本稿の目的は，1960年代前半，マレーシ
アの設立にあたって検討されたブルネイのマ
レーシア参加について，なぜこれが実現しな
かったのか，明らかにしようとするところに
ある。よく知られている通り，1961年，マ
ラヤ連邦首相のトゥンク・アブドゥル・ラー
マン Tunku Abdul Rahmanはマレーシアの
設立を提唱した。半島の同連邦を拡大し，新
連邦にイギリス帝国保護下にあったボルネオ
諸州・シンガポール州を編入しようというも
のであった。この構想に沿えば，ブルネイは
サラワク，北ボルネオ（現サバ），シンガポー
ルとともにマレーシアを構成する一州となる
はずであった。ブルネイ住民の多くはマレー
人とされる。そのブルネイがマレー人が多数
派を占めるマラヤ連邦と合同することはエス
ニック集団の合流という観点から見れば自然
なことと言えた。ただ，このとき，おそらく
は様々な理由からマラヤ連邦とブルネイとの
あいだの交渉は難航し，1963年，マレーシ
アはブルネイ抜きで成立したのであった。そ
の後，ブルネイはマレーシア成立後もそのま
ま長くイギリス保護の下に留まり，1984年
になって完全独立を達成することになった。

また，その間，ブルネイは王族による統治と
いう独自の政体を整えるようになり，マレー
シアの政党政治とは全く異なる様相を呈する
ことになっていったのである。
ブルネイのマレーシア不参加の理由付けに
ついては，強調する点からの違いから，大き
く分けて旧新の二つの学説があると指摘でき
る。長く唱えられてきたのは，マラヤ連邦と
ブルネイとのあいだの交渉が二つの論点―
一つは産油に伴う税収の分配のスキーム，い
ま一つはマレーシア構成（予定）諸州のイス
ラム教世襲統治者（以下，スルタンと呼ぶ）

のあいだの序列―をめぐって難航し，結局， 
両者のあいだで合意が成立しなかったとの学
説である。ソピーMohamed Noordin Sopiee 
はマレーシア形成について大著を記したが，
彼はそのなかで当時の報道に基づいてこうし
た見解をとった。そして，この学説はその
後の研究者にも踏襲された1）。他方，ブルネ
イの独歩の動きについては，1990年代後半
以降の史料公開に伴い，新たな公的な歴史も
語られるようになってきた。ブルネイのマ
レーシア編入の拒否はスルタン・オマール・
アリ・サイフディン 3世 Sultan Omar Ali 
Saifuddin IIIの偉大な業績として語られる
ようになったのである。そこでは，スルタン
はブルネイの利益を考え，あるいは民衆の考

dispatched the 1/2nd Gurkha Rifles in Brunei and stationed them to provide 
internal security for the Sultanate. Following the failure of the uprising, the 
Sultan began thinking in terms of independence with the British garrisons in 
order to secure his dynasty.

はじめに
1. 秩序再編のなかの小国
2. マレーシア構想

3. 蜂起とその余波
4. 帝国への回帰
おわりに

1） ソピーはマレーシア，シンガポールなどの成立過程についてロンドン大学に博士論文を提出し，さ
らにそれを修正したものをマラヤ大学出版会から出版した（Mohamed Noordin 1976）。このほか，
ブルネイ現代史の研究ではランジット＝シンのものも重要である（Ranjit Singh 1984）。
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えを慮り，マレーシア編入を拒否したとされ
る2）。確かに，当時，ブルネイにおいて半島
マレー人への反感が高まっていたことは重要
である。1963年 7月，ロンドン最終交渉で
マレーシア編入を蹴ってスルタン一行が帰国
すると，ブルネイ民衆は熱烈にこれを出迎え
たとされる3）。ただ，こうした見解は，本論
でもみるように，スルタン自身がマレーシア
形成にはじめは積極的であったとするトゥン
クの証言（Abdul Rahman 1977: 80）とは齟
齬がある。そうとすれば，スルタンが翻意し
たのはなぜかという疑問が残る。
なお，ブルネイのマレーシア不参加の理由
を考えるにあたっては，宗主国・イギリスの
政策について明らかにしていく必要がある。
当時，イギリス帝国は世界各地で脱植民地化
政策を展開しており，そのことについては研
究の蓄積がある。イギリスの政策がマレーシ
ア設立に大きな影響を及ぼしたことも判明し
ている。ただ，イギリス帝国がこれに具体的
にどう関わったかについては論争があるので
ある。この点，一方で長く囁かれてきたの
は，植民地主義がブルネイの独立が遅らせた
とする説であった。イギリス帝国がスルタン
をうまく懐柔し，石油利権を守るために宗主
国として居座りつづけたというもので，公
開されたイギリス史料を用いた研究でもこ
れを支持するものがある4）。確かに，1960年

代，国際連合総会が植民地独立付与宣言を決
議し，脱植民地化特別委員会が植民地の独立
を促したにもかかわらず，イギリス帝国は小
さい属領が単独で独立することにはかなり消
極的であった。同説はブルネイのマレーシア
不参加についてわかりやすい説明を提供して
いるとも言えよう。他方，こうした説に対し
ては，イギリス帝国はマレーシアの設立を終
始推進する立場にあったとの反論も出されて
いる。代表的な研究であるストックウェル
Stockwell, A. J.の論文はブルネイのマレー
シア不参加はスルタンの判断であったとし，
イギリス帝国はこれに押し切られたのだとし
ている。公開された史料を用いた研究の多く
もこちらの立場をとっている。陰謀を強調す
る説は検証に耐えられないというのが大方の
見方と言える5）。ただもっとも，この説は，
宗主国の意向を振り切ってまでなぜスルタン
は参加を見送ったのか，疑問をむしろ深めて
もいることには留意すべきだろう。ストック
ウェルはスルタンがマレーシア不参加を決め
た理由について前段落で紹介した理由を列記
するにとどめている6）。
本稿では，これまでの研究の流れを引き継
ぎつつも，先行研究に欠けていた次の二つの
作業を行うことでブルネイがマレーシアに加
わらなかった理由について再考していきた
い。すなわち，第一に，基本的なことであるが，

2） Hussainmiya 1995, Mohd. Jamil 1998. 特にフセインミヤの研究は，ブルネイにおいて，史料をもっ
て歴史を記すことへの抵抗をなくすきっかけをつくったとされ，研究態勢そのものに大きなインパ
クトを与えたとも言われている。

3） Telegram from Brunei to the Secretary of State for the Colonies, 18 July 1963, DO169/262, The 
National Archives of the United Kingdom (TNA). 本論でもみるように，ブルネイ蜂起の背景に
は半島マレー人への反感があったと考えられる。こうした半島への敵愾心の高まりについてはユー
ソフの研究に詳しい（Mohamad Yusoph 1998）。

4） ポールグレインは，イギリス植民地警察特務部がブルネイ人民党を煽って蜂起を惹起し，結果とし
て帝国はその後もブルネイに居座り続けた，としている（Poulgrain 1998）。

5） ストックウェルは，たとえ帝国側に蜂起を煽った者がいたのだとしても，政府首脳のレベルとして
はそうした意志が全くなかったため，陰謀説は成り立たないとしている（Stockwell 2004）。なお，
マレーシア構想に対するイギリスの政策については多くの研究が出されているが，ジョーンズのも
のが最も包括的な研究となっている（Jones 2002）。

6） ストックウェルは，ブルネイのマレーシア不参加の理由について，本文で記した議論に加え，スル
タンがマレーシアの民主政を受け入れようとしなかったことに求めるガザリの議論も紹介してい
る。ガザリの意見については回顧録を参照されたい（Muhammad Ghazali 1998: 296, 300, 304）。
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マレーシアへの編入交渉が行われ，結局は拗
れていった過程については時系列に沿った精
査を行いたい。マラヤ連邦とブルネイとの交
渉は公式なものだけで三回行われたことが知
られている。ただ，その間，どのような議論
が行われ，何が決定的な争点になったのか，
双方の主張を史料に基づいて対照・検討する
研究はされてこなかった。第二に，ブルネイ
蜂起がマレーシア形成に及ぼした影響につい
ては注目して十分な考慮を払っていきたい。
実のところ，近年の研究によって蜂起が考え
られてきた以上に大規模で深刻なものであっ
たことが明らかとなってきている。あと一歩
で成功していたとも考えられるようになって
いる（Harun 2007）。そうとすれば，蜂起鎮
圧後の半年ほどのあいだに行われた編入交渉
の帰趨について，蜂起の影響を考慮せず，両
政府のあいだの細かい争点ばかりに注目して
考えるのは限界があると言える。この点，注
目に値するのはユーソフMohamad Yusoph
の指摘である。蜂起によって住民の多数がマ
レーシア参加に反対する意志を表明したこと
がその後のスルタンたちの意志決定に大きな
影響を及ぼしたというのである（Mohamad 
Yusoph 1998）。ただもっとも，この議論に
はしっくりとこないところもある。住民の多
くがマレーシア参加に反対であったことは蜂
起の前から知られていたし，その後，ブルネ
イ政府が住民の意見を容れるべく民主化を進
めた様子が見られないからである。蜂起に
よって何が変わったのか，それまでの経緯も
含めながら変化を見る必要がある。
以下，本論では，以上のような問題意識に
沿いつつ，ブルネイのマレーシア参加がなぜ
実現しなかったのか，編入交渉を順に追いな

がら検討していく。（1）まず，背景となった
イギリス帝国の脱植民地化政策の世界的な展
開について先行研究に基づいて概観し，その
うえでブルネイが置かれていた状況について
考える。（2）続いて，マレーシア構想の提
唱とその後行われた第 1回交渉の概要，（3）
蜂起とその後行われた第 2回交渉の概要，（4）
決裂した第 3回の概要とその後のブルネイの
状況を順に見ていく。交渉の推移を見るにあ
たっては，当然のことながら，その背景にあっ
た状況についても配慮を払う。
研究にあたっては公開されたイギリス史
料，出版された回想録などを用いる7）。

1. 秩序再編のなかの小国

20世紀後半のブルネイの命運を見るにあ
たり，まずはその背景でイギリス帝国が自ら
の帝国の秩序再編―脱植民地化―を世界
各地で進めていたことに眼を向けてみよう。
決定的な事件は，第二次世界大戦後，ソビエ
ト連邦が勢力を強めながら南下してイギリス
帝国を圧迫し，二つの勢力のあいだに冷戦が
勃発したことであった。ここで，アメリカが
イギリス帝国の側に立ち，アメリカ，イギリ
ス，さらに自立を強めつつあったカナダ，オー
ストラリア，ニュージーランドなどコモン
ウェルス諸国とのあいだに地球規模の同盟関
係が形成され，ソビエト連邦やその同盟国と
対峙することになった。アメリカは第二次世
界大戦中から英米の軍事的一体性を前提とし
て自らの安全保障を追求しており，さらに多
角的国際経済体制の創設にも着手していた。
国際共産主義勢力がそれ以上伸長し続けるこ
とを許そうとしなかったのである8）。アメリ

7） イギリス公文書は原則として 30年で公開される。フセインミヤ，ユーソフ，ポールグレイン，ストッ
クウェルらの研究はそのときに公開された史料を用いて書かれた。本稿執筆にあたっても主にそれ
らの史料を用いたが，機密性が高かった公文書が 40年，50年を経てさらに公開されたため，それ
らも用いることができた。他方，ブルネイ，マレーシアの史料は依然として非公開のため用いるこ
とができなかった。

8） 1980年代以降，冷戦の起源を英ソ対立に見る議論が提出されるようになった。長いあいだ，アメ
リカはイギリス帝国をライバルと目して大西洋，太平洋などにおいて覇権を競ってきたが，戦 ↗
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カ合衆国やイギリス帝国の課題は多々あった
が，世界各地の欧米植民地現地人エリート層
との関係をどう再構築していくかは重要な課
題となった。これら地域では彼らを中心に自
決要求が高まっていたのである。イギリス帝
国が進めた脱植民地化という帝国秩序の再編
はこうした課題への模範的解答と言えた。各
植民地の現地人エリート層―とくにナショ
ナリズムを掲げて住民の支持を集める層―
へと慎重に主権を移譲して新興国を自らの陣
営に引き留め―現在の帝国史研究者の言葉
を用いれば公式の帝国を非公式の帝国へと再
編し―，国際共産主義の伸長を阻止しよう
としたのである。非公式ながらも帝国を維持
しソビエトに対峙し続けることは，アメリカ
への発言力を高め，イギリスが地球規模の影
響力を持つ大国であり続けることにも繋がっ
た9）。1950年，イギリスはアメリカに自らの
政策について説明する機会を設けたが，その
なかで，イギリスは植民地政策の目標が植民
地の人々の独立にあること，コモンウェルス
の強化が世界の安定に貢献することを説き，
次のように脱植民地化の政策全般への協力を
求めた10）。

　植民地政策について我々の公式声明に曖
昧な点は何もない。公式声明に拠れば，植
民地政策の中心目標は「植民地をコモン
ウェルス内の責任ある自治政府へと導き，

人々に十分な生活の水準といずれからも圧 
迫のない自由を確保する」ことなのである。
　我々は世界規模での国民創出 nation- 
buildingの実験に従事している。我々の目標 
は独立―コモンウェルス内での独立―
であり，それを抑圧することではない。…
　我々は植民地政策においてコモンウェル
スを強化することも目標とする。植民地が
自治政府を獲得したとき，すべてとは言わ
ずもその多数が，最近のセイロンの例に習
い，完全で対等なパートナーとしてコモン
ウェルスに留まってくれると信じている。
こうして民主政国家の輪がどんどん広が
り，これが世界に安定をもたらす強力な勢
力となるのだ。…

確かに，イギリス帝国が公式の帝国を失うこ
とについてはイギリス国内に躊躇があるのも
事実であった。帝国の力の源泉は植民地を
保持し続けることにあるとも考えられてい
た。その植民地の主権を喪失すれば，その地
への影響力の低下は避けられず，国際社会に
おける地位の低下も懸念された。しかし，独
立は，形式的には，コモンウェルス内におけ
る完全自治政府 full-selfgovernment within 
Commonwealth設立というかたちですすめ
られた。コモンウェルスという枠組みが残さ
れ，イギリスはそこに影響力を残すよう努め
た11）。原則，営々として築き上げられてきた

↗ 後は，イギリス帝国が衰弱するなかソビエト連邦がこれを侵食し出したことをより恐れるようにな
り，イギリス帝国を世界各地で支えるようになった。そこに冷戦の起源があるというのである。英
米ほかの複数の国の史料を突き合わせるマルチアーカイブの手法が用いられている。議論の展開に
ついては木畑洋一によってわが国にも紹介されている（木畑 1996 : 2-4）。最も先駆的な研究とし
てはたとえばオヴェンデール，ケントなどの研究がある（Ovendale 1985, Kent 1993）。こうした
見方は冷戦下の植民地帝国の変容を見ていくうえで説得力のある枠組みを提出している点で優れて
いると言える。

9） ウィリアム・ロジャー・ルイスらはこのような側面を持つ脱植民地化という現象を帝国主義の延長
として捉えている（Louis and Robinson 1994）。

10） “The Colonial Empire Today: Summary of Our Main Problems and Politiys,” Colonial Office 
International Relations Department Paper, May 1950, CO537/5698, TNA, BDEE, A-2-I, No. 72. 
引用文中の公式声明は次に拠る。Report on the Colonial Empire: 1947-1948, Cmd. 7433, London, 
HMSO, June 1948.

11） コモンウェルス内の各政府はその後も互いには内国扱いを続け，高等弁務官を交換した。多くの場
合，司法制度なども共有し続けた。コモンウェルス諸国間の政治的な結合力は時代が下るにつれて
弱まったが，法制度の共有などは残り，国家間の障壁の低さは残った。
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経済的関係は残されることになった。必要な
場合，防衛協定などを結んで軍隊を駐留させ，
当該新興国及び周辺地域での影響力を維持す
ることもした。また，重要なことはこの非公
式の帝国はアメリカの関与によって補強を受
けたということであった。帝国建設によって
確保しようとしてきた経済的な利益―自由
な貿易や資本の移動など―がアメリカがす
すめる多角的国際経済体制によって保護され
ることも見込まれた12）。イギリスは直接の支
配権を放棄しつつもそこに影響力を残し，ア
メリカの支援がこれを支える仕組みが用意さ
れていたのである13）。
もっともイギリス帝国の脱植民地化の進め
方についてはここで留意しておくべきことが
ある。イギリスはその属領がそのまま独立す
れば混乱を惹起すると考え，それら統治機構
の再編・改革を施したうえでそれらに主権を
委譲するという政策を採ったのである。各地
属領それぞれは帝国の都合で線引きされた勢
力圏に過ぎず，一体性は帝国のマネージメン
トの上に成り立っていた。規模は大小さまざ
まであり，そのなかに暮らす人々のエスニシ
ティもさまざまであった14）。それゆえ，混乱
を回避するため，イギリス帝国はおおよそ次
の二つの準則をこれらの属領に適用して統治
機構の再編を進めることで世界各地に自治国
を創出し，秩序だった脱植民地化を進めよう

としたのである。すなわち，その第一の準則
は，必要な場合，各地の属領を再編し，これ
らをある程度以上の規模に統合することで
あった。1949年，植民地省は議会議員向け
に植民地政策を説明する文書を作成したが，
そのなかで，憲法上の観点から見て植民地は 
次のような 3種類に分けられるとしている15）。

（1）（引用者注：立法制度とこれに責任を
持つ執行制度を創出することで）責任ある
政府の獲得が潜在的に可能な植民地
（2）責任ある政府の獲得は単独では不可能
であるが，近隣の単位と合同して連邦など
の形態を採ることで可能となる植民地
（3）地理的状況，規模，その他の性格から，
上（1），（2）のカテゴリーに入らないが，
少なくとも内政事項に関する自治政府を発
展させることが期待できる植民地

（1）のようにその規模のまま独立が可能な属
領もあるけれども，（2）のように近隣の属領
と統合のうえで独立が可能な属領もあるとい
うのである。安定した自治政府の運営のため
にはある程度以上の規模が必要であるとの発
想もあったし，属領間の社会経済的な結びつ
きが脱植民地化によって不自然に断たれない
ようにする配慮もあったのだろう。実際，イ
ギリス帝国はすでにこの準則を適用し，各地

12） イギリスは様々な動機をもって巨大な帝国をつくりだしたが，そのなかでも経済的な動機は大き
かったと考えられている。具体的にどのような経済的利益を追究したかについては有名な論争もあ
る（平田 2000）。脱植民地化という現象を考えていくとき，重要なことは，帝国が自らを拡大させ
ることで確保しようとした経済的利益が，アメリカが推進した多角的な国際経済体制によって帝国
なしでも確保されることとなったということである。経済的な見地から見た場合，多額の費用を掛
けて帝国を維持する必要性は大きく低下することになったのである。いかにしてポンドを国際通貨
の地位に留めるかという問題は残ったが，これもポンド圏が連体し，全体としての対ドル収支を合
わせれば解決可能のように思われた。

13） この点，前掲のルイス論文は，「戦後のイギリス帝国はイギリス以上帝国領 imperium以下であった」
としている（Louis and Robinson 1994: 462）。

14） 帝国支配におけるプル要因は見逃してはならない。往々にして，植民地帝国は国家が成立していな
い地域における内紛に招き入れられ，そこにいわば分割統治を構造化することで形成された。植民
地支配によって諸勢力のあいだに平和が保たれるとともに，紛争への潜在的なエネルギーも蓄積さ
れた。それゆえ，属領はそのままでは国民国家となれないように思われた。

15） “Notes on British Colonial Policy,” Colonial Office Circular Memorandum, March 1949, CO875/24,  
TNA, BDEE, A-2-I, No. 71.
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に連邦制の自治国を創出しつつあった。1947
年，イギリス領インドにおいては既存の藩王
国が半ば強制的に統合され，新たにインドと
パキスタンという 2つの国がつくられた16）。 
その後，中央アフリカ植民地，西インド諸
島植民地などでも連邦制度が構想された 
（McIntyre 1998: 50-54）。また，（3）のように 
地理的状況，規模その他の理由から他属領と
統合が困難な小さな属領 smaller territories
については引き続き本国の何らかの保護に置
かれることが考えられた17）。小さな属領がそ
のまま独立することには安全保障上の問題が
あるとの議論は，後でも見るように冷戦下の
脱植民地化において繰り返し提示されること
にもなった。さらに，脱植民地化の第二の準
則は憲政改革により議会政を導入することで
あった。住民を代表する立法制度とこれに責
任を持つ執行制度が必要であった18）。当然の
ことのように考えられるが，実は，実際の運
用面で困難の多い課題であった。選挙が実施
されることで，エスニック集団間の対立など
それまで必ずしも表面化していなかった問題
が惹起される例も多かったからである。住民

に同じ国民としての意識が醸成されているこ
とが必要であった。また，選挙の結果が西側
世界に都合のよいものになる保証がないこと
も大きな問題と言えた。主権移譲を受けるナ
ショナリストたちが資本主義世界と協調する
よう育っていることも必要であった。これら
二つの準則は強く意識されたわけではなかっ
たが，イギリス帝国の脱植民地化は戦後初期
からその後も長く当然の如くこれらに則って
進められていくことになったと言ってよい。
ブルネイは，こうして始まった秩序再編の
なか，新たな居場所を探す帝国属領の一つ
であった。もとより，同国は長い歴史を有
し，かつては大きな勢力圏を有した港市国家
であったが，19世紀以降，各地で政情の不
安が続くなか，王国は南北からイギリス人の
侵食にあってその勢力圏を狭め続けた。それ
ゆえ，1906年以降，ブルネイ王権はイギリ
ス帝国から理事官 Residentを受け入れ，完
全にその保護下に置かれることで存立をはか
り続けて来ていた19）。イギリスは貴族層から
権限を取り上げて中央集権化を進め，理事官
がスルタンに助言を行う仕組みを整えた。ブ

16） イギリス人はインド人が一つの国民となることを求めたが，不可能と悟るとパキスタンの独立を容
認したのだった（Copland 1997）。

17） “Smaller Colonial Territories,” Memorandum by Lennox-Boyd, 27 September 1955, CP(55)133, 
CAB129/77, TNA, BDEE, A-3-II, No. 203. 小規模な植民地への脱植民地化政策の展開については
マッキンタイヤの研究がある（McIntyre 1996）。

18） “Notes on British Colonial Policy,” Colonial Office Circular Memorandum, March 1949, CO875/24,  
TNA, BDEE, A-2-I, No. 71.

19） ボルネオは中国・フィリピンとマルク諸島，さらにマラッカ海峡を繋ぐ中継地点，東南アジア島嶼
部の中心にあり，マレー文化の揺籃の地ともされる。有史以前，北から移住してきた人々がここで
古マレー語を発達させ，その後，ここから出て東南アジア島嶼部にマレー文化を拡散させていった
とされる。北西岸には港市国家が栄え，ブルネイはその代表的な存在であった。16世紀半ばには
イスラムの中心地をなした。

 　しかし，19世紀以降，イギリス帝国が同島に進出してくると，ブルネイは波乱のときを迎える
こととなった。イギリス帝国は中国との交易に重要なボルネオに他国の勢力が浸透することを懸
念して，影響下にある民間人の進出を後押ししたのであった。1840年代，ジェームズ・ブルック
James Brookeがブルネイ王国南西部にサラワク王国を打ち立て，さらに 1880年代，イギリス帝
国は同島北端部が北ボルネオ会社の下に置かれることも認めた。こうして，ブルネイは両者の侵食
にあってその勢力圏のほとんど全てを失うことになった。特に王国中心部をなすリンバンを失って
以降，小さなブルネイはさらに二つに引き裂かれることになった。

 　結局，この流れが止まったのは，本文にも記したとおり 20世紀初頭のことであった。石油の発
見を受けて，イギリスはこの地域を民間人だけに任せるのは適当ではないと考え始めた。また，王
国がアメリカやトルコ帝国などとも連絡をとり始めたことも大きかった。イギリスはその干渉をお
それ，政策転換を図ったのであった（Ranjit Singh 1984: 95-96）。
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ルネイは実質的にイギリスの直接統治下に置
かれることになったが，これによってスルタ
ンの地位は安泰となり，王土がこれ以上侵食
を受けることもなくなった。帝国がこのよう
な措置をとのようになった背景には，もちろ
ん，同地における石油発見の影響もあったと
される。実際，イギリス系石油企業が掘削を
続け，ブルネイはイギリス帝国の石油権益の
地となった。王国の財政も石油収入によって
大いに潤うようになった。そのブルネイ王国
が戦後は脱植民地化の流れに置かれることに
なった。ブルネイは自立するかに見えた。が，
それは，王権がそれまでの後ろ盾を失って漂
流し，新たな拠り所を模索していく状態に置
かれた，とも言い得るものであった。

1948年には，マルコム・マクドナルド 
Malcolm MacDonaldが新設の東南アジア総 
弁務官Commissioner-General in South-East  
Asiaに就き，その後，彼はイギリス領東南
アジアのより緊密な連携 closer association
を進めることになった20）。イギリス領東南ア
ジアは，前記植民地分類の考え方に沿えば，
（2）の合同を通して独立が可能となる属領の
集まりと考えられた。当時，冷戦は東南アジ
アにも拡大しつつあったし，隣国のフィリピ
ン，インドネシアは独立を獲得，あるいは獲
得しつつあった。イギリス領東南アジアの脱

植民地化は遥か先のことと考えられたが，そ
うとしてもその地ならしは必要であった。マ
レー半島では，1946年，諸藩王国 sultanates 
とペナン，マラッカを統合してマラヤ連合が
つくられ，1948年にこれはマラヤ連邦へ改
組されていた21）。その後，マラヤ連邦とシン
ガポールとの連携が進められることになっ
た。他方ボルネオでは，1946年，ブルネイ
南北にあったサラワクと北ボルネオがイギリ
ス帝国の直轄植民地となっていた。ただし，
ブルネイと帝国との関係は基本的に変わる
ものではなかった22）。その後，ボルネオ 3領
―ブルネイ，サラワク，北ボルネオ―の
より緊密な連携が重大な課題として浮上する
ことになった。1950年代に入ると，マクド
ナルドはボルネオで 3領の代表から成る領際
会議 Inter-Territorial Conferenceを開催す
るなどして，ボルネオの連携を強化する施策
を打ち出したのである（Hussainmiya 1995: 
224-226）。こうして，1955年 4月，マクド
ナルドは植民地相にイギリス領東南アジアが
めざす将来像を描いた書簡を送付した。半島
の 2領，ボルネオの 3領それぞれの連携を
進め，そのうえでこれら 5領からなる国家連
合 confederationをつくりあげるのがイギリ
スの最終目的である，というのがその内容で
あった23）。もちろん構想はブルネイに重い問

20） 1946年，彼はマラヤ統監Governor-General of Malayaに就任した。さらに 1948年，同職と東南
アジア特別総監 Special Commissioner in South-East Asiaの職とが統合されて総弁務官職が創設
され，彼はこの新しい職に就いたのであった。東南アジア総弁務官は極東におけるイギリスの代表
者であり，シンガポールにあって東南アジア各地の総督，高等弁務官のあいだの調整を図る要職で
あった。また，さらにイギリス防衛調整委員会（極東）British Defence Co-ordinating Committee 
（Far East）の議事も執り行う強力な政治力を持っていた（木畑 1996: 157-158）。マクドナルドは，
その後の本国の政権交代にもかかわらず，7年強の長きに渡ってその職に留まった。

21） マラヤ連合では市民権が華人，インド人など外来のエスニック集団の人々にも広く付与されたため，
マレー人が激しい反発を示した。それゆえ，イギリスは方針を正反対に転換して政体改変を図り，
マラヤ連邦を発足させたのであった（Lau 1991）。

22） サラワク，北ボルネオには総督が置かれた。ブルネイには高等弁務官，理事官が置かれ，サラワク
総督が高等弁務官を兼務した。

23） Despatch from Malcolm MacDonald to Lennox-Boyd, 2 April 1955, CO1030/163, TNA, BDEE, 
B-3-III, No. 346. マラヤ連邦とシンガポールの連携，ボルネオ 3領の連携については，公式な組織
もつくられており，帝国の公式な政策となっていたと言ってよい。他方，第二段階の国家連合の構
想はこの時点では公式の政策と言うよりもマクドナルドの個人的構想であったと考えたほうがよい
かもしれない。この政策が内閣植民地委員会で正式に承認されるのは，後で記すように 1961 ↗



55鈴木陽一：スルタン・オマール・アリ・サイフディン 3世と新連邦構想

いかけをもたらすものであった。ブルネイは
北部ボルネオの連携や，巨大な国家連合に参
加するのか。また，全般的な脱植民地化のな
か，王国はどのような政治体制を採って行く
のか。

1950年，スルタン・オマール・アリ・サ
イフディン 3世がその地位に就いたのはま
さにそうしたなかのことであった。そして，
以降，彼はイギリス帝国との新たな関係を模
索しながら，現在のブルネイ王国の基礎を築
いていったのである。重要なことは，彼自
身はマクドナルドと親交が深かったけれど
も，当初から北部ボルネオの連合には極めて
消極的であった，ということである。フセイ
ンミヤの研究を参考にしながら，その理由に
ついてまとめると次のようになろう。第一に
スルタンは統合によりその富を散財すること
を懸念していたと考えられる。統合は南北か
らその勢力圏を侵食されてきた王国の歴史の
延長線上にあり，サラワクと北ボルネオへの
最終的な吸収合併のようでもあった。そのな
かに経済的に埋没することも予想された。ま
た第二に，統合された連邦に選挙が導入され
れば，新興勢力がより伸長し，スルタンの地
位が脅かされかねなかったことも重大な理
由であったろう。1956年，ブルネイ人民党
PRB: Partai Rakyat Bruneiが成立した。ア
ザハリ Shaikh A. M. Azahariの強い指導の
下，PRBは急速に勢力を拡大させ，事実上，
スルタンと政治上の主導権争いを始めてい
た。しかも同党は北部ボルネオの連邦化に賛
成であった。ブルネイの政党の地位に留まら
ず，サラワク，北ボルネオにも広く支持を獲
得し，より強力な勢力となろうとしていたの
であった（Hussainmiya 1995: 226-227）。

1957年 9月，ロンドンにおいてスルタン
とイギリス政府とのあいだに成文憲法制定
について話し合いがなされた。その前月の 8

月 31日，マラヤ連邦が独立を達成しており
―すなわちマラヤ連邦とシンガポールとの
連携は一旦挫折しており―，ブルネイでも
自立の機運は高まっていた。このとき，レノッ
クス＝ボイド Alan Lennox-Boyd植民地相
はスルタンにサラワク，北ボルネオの連携を
深めることを求めたが，スルタンはこれを留
保し，植民地相もこれを押し付けようとはし
なかったとされる。翌年 2月にも，サラワク，
北ボルネオの両総督が北部ボルネオの連携構
想を公表したが，ブルネイ側の反応は鈍かっ
た（Hussainmiya 1995: 231-233）。それゆ
え結局，イギリスはスルタンの権力へのコン
トロールの確保を条件に，とりあえずブルネ
イに成文憲法の制定を容認する方針を固める
ことにした。1959年，両国は新しく制定す
る成文憲法の内容で合意した。従来の理事官
は廃止され，新たに首席大臣Mentri Besar
が置かれた。また，立法評議会 Legislative 
Councilと行政評議会 Executive Councilが
置かれ，立法評議会議員の民選議員は 2年以
内に選挙で選ばれることになった。さらに，
イギリスとブルネイは防衛外交協定を締結し
た。イギリスがブルネイの外交・防衛に責任
を持つとともに，スルタンはイスラムの信仰
とマレーの慣習を除く内政一般について助言
を行う高等弁務官を受け入れるとされた。
ただいったん挫折したものの，マラヤ連邦
とシンガポールの連携，さらにブルネイとサ
ラワク，北ボルネオとの連携の推進はその後
もイギリス帝国にとっては望ましい選択肢で
あり続けた。帝国は 1957年にマラヤ連邦の
反共政府に主権を完全移譲し，1959年にシ
ンガポールの政府に内政自治を付与してい
た。ただ，帝国はシンガポールがマラヤ連邦
から無関係に独立してしまうことを容認して
いたわけではなかった。両者のあいだに何ら
かの連携が必要であろうというのが漠然とし

↗ 年 4月になってのことである。マクドナルドの構想についてはランジット＝シンが論文を記してい
る。本文本段落はこれを参考に記した（Ranjit Singh 1998）。
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た政策であった24）。そして，同様のことはボ
ルネオの将来についても言えた。ボルネオ 3
領の緊密な連携を早急に進めることも困難と
なったが，とりあえずサラワク，北ボルネオ
で進めていこうというのが，帝国のおおよそ
の政策であった25）。また，ボルネオ 3領につ
いて言えば議会政治の発展という問題も残さ
れることになった。前述のように，イギリス
帝国は，一般論として，ナショナリストとの
協調を通しての憲政の発展をめざしていた
が，ブルネイにおいてはこの政策を進めるこ
とができるかは問題もあった。約束されてい
た立法評議会議員選挙においては，PRBの
台頭が予想されたが，イギリスは首長である
スルタンとの関係を慮り，PRBとの関係は
必ずしも良好ではなかったのである。しかも，
後に見るように，PRBはインドネシアとの
関係が強い政党であったが，当時，インドネ
シアは共産主義諸国との関係を強めつつあっ
た。円滑な政権の移行ができるかは重大な問
題であった。

2. マレーシア構想

1950年代末，スルタン・オマールの脱植
民地化への基本方針は半島との連携・合同を
計ることでボルネオのなかに埋没することを
回避し，自らの地位を維持しながら自国の発
展をはかることにあった。実際，ブルネイ
はマラヤ連邦との良好な関係を構築しつつ
あった。王家は半島王家との姻戚関係を結ん
でいた。1958年には連邦へ 1億ドルの貸与
を決定した26）。さらに，1959年憲法の運用

にあっては，サラワクから派遣されていたそ
れまでの官僚たちに替わり，半島から派遣さ
れた官僚たちがいくつかの重職を担うこと
になった。連邦首相トゥンク・アブドゥル・
ラーマンはブルネイ側が両者の合同にたいへ
んに熱心であったと次のように回想している
（Abdul Rahman 1977: 80）。

彼（引用者注：ブルネイのスルタン）はし
つこいくらい熱心にマラヤと合併すること
を希望し，彼の存在を強調するためにクア
ラルンプールに，金色のドームのついたす
ばらしい「宮殿」を建設した。…彼は何度
もクアラルンプールにやって来て，マラヤ
連邦のスルタンたちに加わりたいという希
望を繰り返し訴えた。

そして，ここで重要なことは，半島側もまた
その構想に乗り気になっていたということで
あった。マラヤ連邦もイギリスから期待さ
れていたシンガポールとの連携には消極的
で，むしろボルネオ諸邦との合同を望むよう
になっていたのである。マラヤ連邦とシンガ
ポールとが合同するのは，歴史的にも地理的
にも自然の流れのように見えたが，実は連邦
のマレー人のあいだには合同への強い反発が
あった。マラヤ連邦とシンガポール国との単
純な合同によって成立する新連邦ではマレー
人の人口が華人の人口を下回り，彼らが社会
の少数派に転落することが予想されたからで
ある。それゆえ，マラヤ連邦政権中枢を担う
マレー人政治指導者たちも，同国はシンガ
ポールよりもマレー人が多く居住するスマト

24） シンガポールが内政自治を得るにあたっては，実際にマラヤ連邦とシンガポールとのあいだに治安
上の連携関係がつくられた。英馬のあいだで文書が交換され，マラヤ連邦がシンガポールの治安委
員会に大臣を派遣することになったのである。ただし，このシンガポールの将来についてはイギ
リス政府にも迷いはあった。1960年 9月，内閣植民地政策委員会が開催されたが，マラヤ連邦が
シンガポールをのみ込むべきかについては意見が分かれた。Cabinet Colonial Policy Committee 
Minutes, CPC4(60)20, 27 July 1960, CAB134/1559, TNA, BDEE, B-8, No. 27.

25） “Closer Association between the British Borneo Territories,” Memorandum by the Office of the 
Commissioner-General, 7 December 1959, DO35/10019, TNA, BDEE, B-8, No. 17.

26） 対外関係を決する権限は保護下にあるブルネイにはなかったが，イギリスも大目に見ざるを得な
かった（Hussainmiya 1995: 234-5）。
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ラやボルネオとの連携を探るほうが望ましい
と考えたのである27）。1960年 6月，トゥン
クはこうした考えをイギリスに内々に打診し
た。このとき，トゥンクは，最初，マラヤ連
邦がシンガポール，北ボルネオ，サラワク，
ブルネイと合同する可能性について話をした
が，イギリスの返答を聞きながら，次にブル
ネイのみとの合同の可能性，その次にブルネ
イ，サラワクのみとの合同の可能性について
言及した。トゥンクはサラワクに暮らすダヤ
ク人などもマレー系であり，それゆえ，合同
は良い流れであると考えたのである28）。
対して，前述のように，イギリス帝国は依
然として北部ボルネオの緊密な連携，マラヤ
連邦とシンガポールの緊密な連携それぞれが
進むことを望んでおり，マラヤ連邦とブルネ
イが合同することには消極的であった。さら
に，当時，イギリス帝国が最も懸念していた
のは極東の拠点シンガポールの行く末であっ
た。大陸部東南アジアでは北ヴェトナム勢力
の南ヴェトナムへの浸透が進みつつあった。
アメリカはインドシナの共産化阻止に関与し
ており，イギリス帝国がその後方のマレー半
島に関与し続けることを望んでいた。イギリ
ス帝国が国際共産主義の伸長を阻止し，さら
にアメリカからの支持を受けて地球規模の勢
力であり続けるためにはシンガポール基地の
維持は必須の課題であった29）。ところが，す
でに 1959年，イギリス帝国はシンガポール

に内政自治を付与し，さらに 1963年に次の
憲政上の段階に入ることも約束していた。同
島では華人が実にその人口の四分の三を占
め，大陸中国の影響もあって非合法の共産党
の活動も活発化していた。そのまま行けば，
シンガポールが単独で独立して共産化し，イ
ギリス帝国はシンガポール基地を失いかねな
かった。そうとすれば，この流れを止めるた
めには反共国家であるマラヤ連邦がシンガ
ポールと合同してこれを統治するのが望まし
かった。マラヤ連邦がボルネオとのみ合同し
てシンガポールを置き去りにすることには賛
成できない，というのがイギリス帝国の本音
であったのである。
マレーシア構想は，まさにそうしたなか，
イギリス帝国の脱植民地化政策が発展を遂げ
るなか浮上したものであった。帝国はトゥン
クの一連の動きに同意できなかったが，こと
が思わぬ方向に向かうことを座視することも
できなかった。それゆえ，ここで新たな政策
を打ち出すことにしたのである。1961年 4
月，内閣植民地政策委員会はマラヤ連邦，シ
ンガポールにブルネイ，サラワク，北ボルネ
オをも加えた政治的連合をこの地域の脱植民
地化の究極的な目標とすることで合意した。
構想はそのままであればインドネシアやフィ
リピン，中国などから強い圧力を受けるであ
ろうボルネオの小さな属領によい居場所を提
供するものとも言えた30）。また，シンガポー

27） マラヤ連邦のスマトラへの関心についてはリオウの論文を参照（Liow 2005）。
28） “Note of My Talk with the Tunku Abdul Rahman,” Memorandum by Lord Perth, 10 June 1960, 

CO1030/977, TNA, BDEE, B-8, No. 22. ボルネオ先住人の多くは古マレー語を起源とする言語を
話す。その意味でサラワクに暮らすダヤク人もマレー系民族と言い得た。

29） 当時，イギリス政府は内閣に委員会を設けて東南アジア関与のあり方について議論を行っていた。
東南アジアにこれ以上支出を増やすことは経済的な見地から見て正当化しえないが，中国に対する
核抑止力に貢献することは，アメリカやコモンウェルス諸国への影響力，共産主義を阻止する大
国としての地位の見地からして肯定できる，というのが最終的な考え方であった。Final Report, 
Committee on Future Developments in South East Asia, DSE(60)30(Final), 3 November 1960, 
CAB134/1645, TNA. シンガポール基地は核抑止力の要であり，この考えからすると，絶対に譲れ
ない極東の拠点であった。

30） “Possibility of an Association of the British Borneo Territories with the Federation of Malaya  
and the State of Singapore,” Memorandum by the Secretary of State for the Colonies, CPC(61)9,  
14 April 1961, CAB134/1560, TNA, BDEE, B-8, No. 34. Cabinet Colonial Policy Committee 
Minutes, CPC4(61)1, 18 April 1961, CAB134/1560, TNA, BDEE, B-8, No. 35.
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ルがこの政治的連合の管理下に置かれること
で，イギリスが同基地を引き続き自由に使用
し続けることを可能にするとも考えられた。
構想は，イギリスがアメリカの世界戦略を補
完し，同国が地球規模の勢力であり続けるた
めの極東の拠点―ジュニア・パートナー国
家―創出をめざす帝国再編案と言えた。そ
して，トゥンクもこうした政治的連合の構想
に賛成することになった。構想はマラヤ連邦
にとってもそれまでの馬新合同案に比べれば
受け入れやすいものであった。前述のように，
単純な馬新合同の案においては，マラヤ連邦
がシンガポールの華人を抱え込むことで，マ
レー系住民は社会の少数派に転落する見込み
となっていた。対して，新しい構想において
は，ボルネオのマレー系住民も加わることで，
彼らは華人を凌ぐ多数派を形成する見込みで
あった31）。5月 27日，トゥンクはシンガポー
ルにおいて次のようなスピーチを行った。こ
れら 5領の「政治的・経済的な連携」を公に
提唱したのである32）。

今日，マラヤは国として一人で孤立して
立っていくことができないと認識していま
す。…遅かれ早かれ，マラヤはイギリスと
シンガポール，北ボルネオ，サラワクそし
てブルネイの領域の人々とある了解を持た
ねばなりません。このより緊密な了解がど
のようにしてもたらされるべきか，私が言
うのには，期は熟していません。しかし，
我々がこの目標を前向きに見据え，これら

の領域を政治的・経済的な連携 political 
and economic cooperationの中に一緒に
持ち込むことのできるような計画を考えね
ばならないということは，不可避なのであ
ります。

この新連邦構想は，以降，マレーシア構想と
呼ばれるようになっていった。
ただもっとも，ここで留意すべきは，ブル
ネイと半島の合同への動きがこの「マレーシ
ア構想の提唱」をもって加速したかという
と，必ずしもそうではなかった，というこ
とであった。実態はむしろその逆と言えた。
トゥンクの言動は当時顕在化しつつあったブ
ルネイ国内の反半島感情を煽り，PRBを中
心にこれに反対する動きが出る契機ともなっ
たのである。ことは 1959年憲法体制を支え
るためマラヤ連邦がブルネイにマレー人官僚
たちを送り込んだことに遡る。マレー人官僚
たちはイギリス人たちに替わって働き，王国
はそのことで助けられたはずであったが，実
のところ，ブルネイ住民たちは彼らを必ずし
も好意的には見ようとしなかった。彼らの仕
事ぶりは効率的ではなく，ブルネイ人たちで
もできる仕事をしている，とブルネイ人たち
が考えるようになってきていたのである。さ
らに，6月 12日，マラヤ連邦から派遣され
ていた一人の官僚がアザハリの兄弟たちに襲
撃されるという事件をきっかけに鬱積してい
た不満は噴出することになった。ちょっとし
た口論から始まった喧嘩であったが，襲撃さ

31） トゥンクに新連邦構想を勧めたのは，シンガポール首相リー・クアンユウであった。翌 5月，彼
はイギリスと相談のうえで，新連邦案を書面をもってマラヤ連邦側に示した。それは，シンガポー
ル人が独立した市民権を得るとともに，同州が大幅な自治を享受する，というもので，まさに後
のマレーシア憲法の骨格を含むものであった。Letter from Selkirk to Ian Macleod, 10 May 1961, 
CO1030/979, TNA. その旨はリー自身の回想録にも記されている（Lee 1998: 364）。なお，トゥン
クが構想を呑んだ直接の理由は，シンガポールにおける 4月のホンリム区補欠選挙での政権与党の
惨敗にあった。野党候補者は親共勢力の支持を受けることで与党の候補を下し，シンガポールの共
産化が間近に迫っているようにも見えたのである。もともとマラヤ連邦政府はイギリスの支援を受
けながらマラヤ共産党を鎮圧することで政権の基盤をつくりあげていた。一衣帯水のシンガポール
に共産党政権が誕生することは大変な脅威であった。リーはこの共産主義の脅威を理由に渋るトゥ
ンクに合同を説いた。Letter from Selkirk to Ian Macleod, 4 May 1961, CO1030/979, TNA.

32） The Straits Times, 28 May 1961.
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れた本人が帰国し，派遣されていたほかの官
僚たちも帰国を希望し出すなど騒ぎは拡大し
た。しかもトゥンクが騒ぎの責任は PRB一
味にあると非難し出したため，PRBはトゥ
ンクがマレーシア形成によってブルネイを植
民地化しようとしているとこれに応じること
になった。この頃までに PRBはブルネイ，
サラワク，北ボルネオからなる連邦の設立を
正式に掲げるようになっていた（Mohamad 
Yusoph 1998: 59）。それゆえ，アザハリはサ
ラワク，北ボルネオの有力者たちと揃ってマ
レーシア構想に反対する連合戦線を組んだ旨
の声明も出した33）。トゥンクは構想に反対す
る者の多くは共産主義者であるとして非難の
トーンを強めたが，結局，そうした発言はブ
ルネイ住民の半島への反感を呼ぶだけであっ
た34）。PRBの人気は高まり，その党員数は
一月のあいだに一万九千から二万六千へと急
増した（Mohamad Yusoph 1998: 64）。

7月 26日，スルタンが予定されていた立
法評議会選挙を一年延期する旨を決定する
と，ブルネイ住民のマレーシア構想への反
対の姿勢はますます先鋭化することになっ
た。このまま行けば，立法評議会選挙を経ず
してブルネイのマレーシア編入が決行される
可能性が高まったからである35）。選挙実施の
ためには住民の国籍が確定しなければなら

なかったが，国籍法制定の作業は遅れてい
た36）。しかも，遅れは意図的なものと捉えら
れ，PRBが危機感を募らせていたなかでの
ことであった37）。ゼネラル・ストライキの決
行も想像され，高等弁務官デニス・ホワイト
Dennis Whiteは非常事態宣言を出すことも
検討した38）。8月 6日，事態が緊迫するなか，
PRB指導者たちが高等弁務官事務所を訪れ，
植民地相への請願書を提出した。主要な内容
は選挙が延期されたことを問題視し，ブルネ
イ側―少なくとも 4名の PRB代表を含む
―とイギリス側とで会議を開こうというも
のであった39）。アザハリたちはゼネラル・ス
トライキという最悪の事態を避け，穏便な手
に出たかのようであった40）。当然のことなが
ら，高等弁務官はアザハリたちに共感を持っ
た41）。前記のように，イギリス政府は基本的
にマレーシア構想を進めたい意向であった
が，それは現地住民との協力関係の上に立つ
べきものであった。スルタンが PRBへの態
度を改め，選挙実施を確約し，マレーシア構
想の利点を説き，トゥンクもこれに同調すれ
ば，PRBも合同に賛成する可能性は十分に
あるというのがホワイトの考えであった42）。
請願書提出時の様子についてホワイトは次の
ような報告を本国に送っている43）。

33） The Straits Times, 10 July 1961.
34） ことの次第は警察特務部が報告書によくまとめている。襲撃を受けた官僚がメディアに誤った情報

を流したとも指摘している。ちょっとしたことが大事件になったというのがその総括である。“An 
Appreciation of Recent Events in Brunei,” attached to a savingram from Brunei to the Secretary 
of State for the Colonies, 22 July 1961, CO1030/1447, TNA.

35） Telegram from Brunei to the Secretary of State for the Colonies, 27 July 1961, CO1030/1447, 
TNA.

36） Letter from D. C. White to Eugene Melville, 30 May 1961, CO1030/1447, TNA.
37） Letter from D. C. White to Eugene Melville, 15 June 1961, CO1030/1447, TNA.
38） Telegram from Brunei to the Secretary of State for the Colonies, 27 July 1961, CO1030/1447, 

TNA.
39） Petition from Parti Rakyat Brunei to the Secretary of State for the Colonies, attached to a dis-

patch from Brunei to the Secretary of State for the Colonies, 7 August 1961, CO1030/1448, 
TNA. Letter from D. C. White to Eugene Melville, 7 August 1961, CO1030/1448, TNA.

40） Letter from D. C. White to Eugene Melville, 29 August 1961, CO1030/1447, TNA.
41） Letter from D. C. White to Eugene Melville, 16 August 1961, CO1030/1447, TNA.
42） Letter from D. C. White to Eugene Melville, 29 August 1961, CO1030/1447, TNA.
43） Letter from D. C. White to Eugene Melville, 7 August 1961, CO1030/1448, TNA.
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　それは現在の党の強さを印象的に示すも
のとなった。警察の推定に拠ると八千人が
行進に参加した。…四万七千人のマレー人
人口のうち八千人の健常な男子というのは
相当の割合の人が参加したということにな
る。
　規律は素晴らしかった。私が同意した通
り，指導者のみが請願書を提出に私の館に
来た。…
世論の強さを示す確固とした行動を無視す
ることはできない，というのが私の意見で
ある。

状況はスルタンにも伝えられ，彼も反対する
世論の強さを自覚したかのようであった44）。
実際，彼の行動はきわめて慎重になった。同
月，トゥンクはスルタンにマレーシア構想に
賛成である旨をイギリスに伝えるよう要請し
たが，彼はイギリスの出方を待つと述べて，
態度を保留したのであった45）。
結局，ブルネイがマレーシア参加へと動き
出したのは，同年 11月，イギリスとマラヤ
連邦の両国首脳がロンドンで会談し，マレー
シアの設立が望ましい目標であると合意する
頃になってからのことであった。同月，植民
地相がスルタンにマレーシア構想について意
見を聴きたい旨の書簡を送った。これを受け
て，スルタンは植民地相に構想を歓迎する旨
の返信を送り，さらに翌月，行政評議会にお
いて構想を個人的には好んでいる旨を表明し

たのであった46）。
年明けにはマーサルDato Marsal bin Maun 
首席大臣を委員長とするブルネイ・マレーシ
ア委員会が設置され，民意も聴取され出した
（Mohamad Yusoph 1998: 67）。さらに 3月，
植民地相はスルタンにブルネイのマレーシア
参加を勧める書簡を送った。同書簡において
は共産主義などの脅威が渦巻く世界のなかで
小国が生き残りを図ることの難しさが強調さ
れていた47）。これはスルタンに強い影響を与
えたかもしれない。前記委員会の報告が芳し
いものではないことが判明すると，報告は破
棄され，スルタンが植民地相への返答を検討
するため新たな委員会を設立して審議させた
のであった48）。スルタンのはっきりとした方
向付けには表立って逆らう者はあまりなく，
同委員会はマレーシア参加を結論付けた49）。
7月，スルタンはこれらを受け，立法評議会
でマレーシア参加の方向を示し，評議会は政
府に交渉権限を与えた（Hussainmiya 1995: 
266-268）。来る交渉に先立ち，さらに新し
いマレーシア委員会を設置し，マーサルらに
編入の条件等について検討させたのであった
（Hussainmiya 1995: 272-3）。
もっとも，そのマレーシア委員会のまとめ
た統合への骨子のうち重要なものはまとめる
と以下のとおりであった。このような考えを
マラヤ連邦側が受け入れるものか，それは大
きな疑問符のつくものであった50）。

44） Telegram from Brunei to the Secretary of State for the Colonies, 8 August 1961, CO1030/1447, TNA.
45） Translation of the text of a letter from the Sultan of Brunei to Tunku Abdul Rahman, 11 August 

1961, DO169/262, TNA.
46） Letter from the Secretary of State for the Colonies to the Sultan of Brunei, 2 November 1961, 

CO1030/1477, TNA. Letter from the Sultan of Brunei to the Secretary of State for the Colonies, 
22 November 1961, attached to a letter from D. C. White to W. I. J. Wallace, 27 November 1961, 
DO169/258, TNA.

47） Letter from the Secretary of State for the Colonies to the Sultan of Brunei, 9 March 1962, 
DO169/258, TNA.

48） 報告はイギリス側にも知らされないまま，結局は無視されたようである。Letter from D. C. White 
to C. G. Eastwood, 24 March 1962, DO169/258, TNA.

49） Letter from D. C. White to C. G. Eastwood, 14 April 1962, DO169/258, TNA.
50） Telegram from Brunei to the Secretary of State for the Colonies, 22 September 1962, 

DO169/258, TNA.
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（1）ブルネイは現行の憲法を維持する。（連
邦がイギリスの担ってきた外交・防衛など
の役割の大部分を引き継ぐことを含意。）
（2）ブルネイは連邦財政にそれに見合った
費用等に貢献する。
（3）スルタンは統治者会議に国王となる被
選挙権なしに参加する。

ブルネイ案は，明らかに連邦というより国
家連合をめざすもので，マラヤ連邦側の意
図とはかけ離れていた。なぜこのような案
が出されたのか。その真相ははっきりとしな
い。これに先立ってマーサルらが半島を訪れ
てマラヤ連邦側と会談しており，ブルネイ側
も構想の基本的発想は十分に理解していた
はずであった（Hussainmiya 1995: 268-269, 
Mohamad Yusoph 1998: 69-70）。あるいは， 
マレーシア設立に反対する意見が国内で強い
のを受けて，意図的に骨抜きされた案がつく
られたとも推測される。前述のように，同年
年初，マレーシア参加について住民の意見聴
取が行われたが，ほとんどの住民がマレーシ
ア参加に反対を表明していた51）。さらに同年 
8月末，延期されていた地区評議会選挙が実施 
されると PRBは圧勝し，立法評議会 33議席 
のうち民選議員 16議席の全てを確保するこ
とになった。前述のように，PRBは北カリ
マンタン統一国家をめざしていた。政府は立
法評議会を招集せずに前述のマレーシア編入
交渉を進めたが，こうした世論の動向を無視
するわけにはいかなかったように思われる。

9月 25日，交渉が開始されると，ブルネ
イ側要求はマラヤ連邦側にはやはり到底受け

入れられないことが判明した。ブルネイ案は，
イギリスに替えてマラヤを宗主国にしようと
いうようなものであって，その想定の範囲外
の内容であった。副首相ラザク Tun Razak
率いるマラヤ連邦代表団はこともなげにこれ
を却下し，交渉はものの 30分も経たないう
ちに決裂しそうになったという。対して，マー
サルはマレーシア編入が主権移譲を伴うなど
とは知らされていなかったと憤り，スルタン
もこれに同調するのみであった52）。
交渉は決裂したが，その後，両国のあいだ
では新たな経路を通しての合同の模索が試み
られることになった。10月以降，マラヤ連
邦政府，イギリス政府，サラワク政府，北ボ
ルネオ政府から構成される政府間委員会の審
議が本格化し，新連邦にボルネオ 2州が加
入する際の枠組みが決められ出した。このと
き，ボルネオ側からはイギリス人官僚ほか植
民地政府立法評議会議員も参加し，彼らは連
邦におけるボルネオ 2州の特例を要求した。
対して，マラヤ連邦側はこれに大きな譲歩を
示し，ボルネオ 2州は編入に際して言語，教
育，移民などの事項に関してセーフガードを
獲得し，連邦下院へは人口に比して過大な数
の議員を送り込むことが認められることに
なった。そこで，マラヤ連邦政府は，こうし
た交渉の傍ら，それまでの対ブルネイ政策を
転換し，選挙に勝利した PRBとの対話を模
索し出したのである。遅まきながら，アザハ
リがスルタンと同様に鍵を握る人物であると
いうことに気づき，PRBとの協力関係を構
築することでブルネイのマレーシア編入を実
現しようとしたのである53）。マラヤ連邦はア

51） “Brunei: Report on the public hearing of the Mentri Besar’s Committee on Malaysia,” 27 February  
1961, CO1030/1012, TNA.

52） Muhammad Ghazali 1998: 277-280. Letter from D. C. White to Reginald Maudling, 2 October 
1962, DO169/259, TNA. ブルネイ側がマレーシア設立の含意を「理解していなかった」ことには
ローソンも驚いた。Telegram from Singapore to the Secretary of State for the Colonies, 4 October  
1962, DO169/259, TNA. ラザクらもブルネイ側にはよく説明して理解してもらっていたはずだっ
たとしている。Telegram from Kuala Lumpur to Commonwealth Relations Office, 8 October 
1962, DO169/259, TNA. スルタンもマーサルもマレーシア構想の含意を理解していながら，交渉
においてそうした提案をしたのだとしたら，交渉決裂は茶番であったとも言えよう。
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ザハリを半島に招くため，接触をはかり出し
た54）。実のところ，当初，北ボルネオ，サラ
ワクの政治指導者の多くもマレーシア構想に
は反対の姿勢をとっていた。しかし前述のよ
うに，その彼らもマラヤ連邦との交流の過程
においてバーゲニングを行い，マレーシアを
受け入れることになった。同様のことが期待
できると考えてもおかしくはなかった。こう
した動きは，もちろん，イギリス政府にも望
ましいものと映った。前述のように，イギリ
ス帝国は基本的にはナショナリストとの協調
を通しての憲政の発展を目指す政策をとって
いた。民衆ではなくスルタンが主導する脱植
民地化は彼らとすればいびつなものであった
と言えよう。前年あった PRBから植民地相
への請願について，ホワイトが共感的に見て
いたことはすでに記したとおりである。この
ときもホワイトは次のような書簡を植民地省
に送り，スルタンのブルネイがアザハリたち
と協調してマレーシアに参加し，スルタンが
そこに安定した地位を得ることに期待を表明
したのであった55）。

　状況を察する限り，スルタンは王朝の安
寧を確保しようとしてスルタンのクラブに
入ること（引用者注：マレーシアに参加
すること）を依然として考えていますが，

PRB並びにマーサルと彼の友人で主要な
地位にある者たちの意もあって，そうはで
きないでいます…
　スルタンが安全に辿れる唯一の道は，マー 
サルや彼の友人たちを見捨てでも PRBを
政治的に認め，PRBの支持をもってマレー
シアに加わる，というものです。マラヤ連
邦のみがこれを可能とします…

ただしかしながら，アザハリたちをとりこん
でマレーシア構想を推進するというマラヤ連
邦のイニシアティブは遅きに失したところが
あった。前述のように，PRBはイギリスと
もマラヤ連邦ともそれまでしっくりとした関
係を築くことができてきていなかった。サラ
ワクや北ボルネオの現地指導者たちがどちら
かと言えば，それまで植民地政府との協力関
係を通してその地位を確立してきたのに対
し，アザハリはどちらかと言えばこれに対立
する指導者としてその地位を築いてきたとい
う対照も可能であった。彼は自分たちを軽視
するイギリス人の態度に不誠実さを感じ，政
治変革のためには革命しかないと語ったこと
もあったとされる（Zaini Ahmad 1987: 13）。
また，PRBはマラヤ連邦，シンガポールの
野党との結びつきが強い政党であった56）。サ
ラワクでマレーシア反対を掲げる SUPP: 

53） ラザクはその旨を認めるようになった。Letter from D. C. White to W.I.J. Wallace, 27 October 
1962, DO169/259, TNA.

54） Telegram from Kuala Lumpur to Commonwealth Relations Office, 19 October 1962, DO169/259, 
TNA. Telegram from Kuala Lumpur to Commonwealth Relations Office, 3 November 1962,  
DO169/259, TNA.

55） Letter from D. C. White to W.I.J. Wallace, 27 October 1962, DO169/259, TNA. なお，この間，
スルタンは植民地相に書簡を送るなどしてイギリスにリンバンの返還を求める動きに出た。サラワ
クによるリンバン占有は王国を真二つに分断しており，歴代ブルネイ政府はその割譲を認めては
いなかった。フセインミヤも指摘する通り，もしマレーシア編入に伴ってリンバン返還が実現さ
れるのであれば，それはマーサルやアザハリの主張を退け，十分な動機付けになるはずであった
（Hussainmiya 1995: 277-280）。しかしながら，イギリス人はその植民地の一部であるリンバンを
手放すわけにはいかなかった。サラワク，北ボルネオはタフな交渉を経てようやく編入に同意しよ
うとしており，非常に重要なときにあったからである。Minute of a Talk between the Minister of 
State for the Colonies, the U. K. High Commissioner, Brunei, the Governors of North Borneo, 
Sarawak, Tun Razak and Sir John Martin in Jesselton, 22 October 1962, DO169/259, TNA.

56） 当初，PRBはマラヤ連邦の野党であるマラヤ人民党 PRM: Partai Rakyat Malayaの支部として登
録されることが予定されていた（Zaini Ahmad 1987: 1）。
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Sarawak United People’s Partyなどとも共
闘を続けていた57）。さらに問題であったのは，
PRBとインドネシアとの結びつきであった。
アザハリ自身，戦時中にインドネシアに渡り，
独立革命期の政府と強い繋がりを持っていた
が，この頃，彼ら一派は頻繁にこれに渡航す
るようになっていた。秘密裏に隣国の力を借
りて革命を実行する可能性を模索し出してい
たのである。こうした企みは 11月末以降革
命軍の一部が逮捕されることによって白日の
下にさらされようとしていた58）。立法評議会
の招集は随分遅れて 12月 5日とされていた
が，PRBが予めマレーシア不参加の動議を
提出すると，招集はさらに遅れることが発表
された59）。アザハリと PRBは切羽詰まった
状況に置かれていたのである。

3. 蜂起とその余波

1962年 12月 8日午前 2時，PRBの軍事
部門である北カリマンタン国民軍 TNKU: 
Tentera Nasional Kalimantan Utaraが蜂起
し，警察署，首席大臣邸，高等弁務官邸など
へ襲撃を開始した。ブルネイ蜂起である。攻
撃はよく計画されていて，TNKUはブルネ
イ市のほかスリア，クアラブライなども制圧
し，シェルの油田施設も管理下に置いた。攻
撃に対しあまり警察が抵抗しなかった場面も

あったようである。TNKUは当日夕までに
ブルネイのほぼ全土を掌握し抵抗しているの
はブルネイ市警察署とその周辺，空港，スリ
アの警察署，クアラブライ警察署のみとなっ
た60）。PRBリーダーであるアザハリはフィ
リピンに渡り，自らが北カリマンタン国の首
相に就いた旨，国際連合に出向いて政府承認
を要請する旨を宣言した。スルタンも自らの
手中にあって彼らの革命を支持しているとし
た61）。ブルネイのほぼ全土が簡単に TNKU
の手に落ちたことにはいくつかの理由があっ
たが，同国が無防備に近い状態に置かれてい
たことは大きかった。TNKUは千人以上規
模の軍隊であったと考えられる。PRBはそ
の存在を秘匿し続けようとしていたが，大き
さからして隠し通せるものではなく，イギリ
スもある程度これを把握していた。蜂起の前
日には東南アジア総弁務官セルカーク伯爵
Earl of Selkirkがブルネイを訪れてスルタン
と会談を行って対策を打ってもいた62）。しか
し，このとき採られた対策も後から見れば不
十分なものであったのであったし，そもそも
TNKUの存在を知りながら直前まで手を打
たなかったことはイギリスにとっては大きな
失策と言えた63）。
蜂起は―セルカークの言葉を使うと―

成功まであと 1インチのところまで行った
が，結局，イギリス軍の介入によって失敗す

57） The Straits Times, 20 September 1962.
58） Letter from D. C. White to the Secretary of State for the Colonies, 20 December 1962, 

PREM11/4346, TNA, BDEE, B-8, No. 150.
59） ただし，フセインミヤは評議会開会の遅延を技術的な理由からであったとしている（Hussainmiya 

1995: 280）。
60） Hussainmiya 1995: 296-297. Letter from D. C. White to the Secretary of State for the Colonies, 

20 December 1962, PREM11/4346, TNA, BDEE, B-8, No. 150. ブルネイ蜂起についてはハルンの 
研究が最も詳しい。蜂起の事実関係を記すにあたっては，彼の研究に多くを拠った（Harun 2007）。

61） The Straits Times, 9 December 1962, 10 December 1962.
62） Harun 2007: 76-78. Telegram from Commissioner-General for South-East Asia to the Secretary 

of State for Foreign Affairs, 7 Dec 1962, PREM11/3869, TNA.
63） イギリスが蜂起直前になっても抜本的な策を採らなかったのは攻撃が始まるのは 19日以降になる

と考えていたこともあったように思われる。実際，TNKU側もそう計画していたが，この前の時
点で警察による逮捕が始まっていたため，情報漏れを恐れて，早期の決行に出たようである（Harun 
2007: 83-86）。12月 12日，マクミラン首相は，深刻な事態の可能性を察知しきれなかったホワイト
を高等弁務官として不適格である旨を記した書簡をサンズ植民地相に送った。Letter from Harold  
Macmillan to Duncan Sandys, 12 December 1962, CO967/419, TNA.
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ることになった64）。イギリス帝国にとって幸
運であったのは，スルタンが PRBからの謁
見要請を断り，逆に蜂起を認めない態度を明
らかにしたこと，救援を受け入れる空港の確
保ができたということであったように思われ
る。スルタンはイギリスに防衛外交協定に基
づいて救援を要請した。さらに，8日夕には
半島駐留のグルカ中隊などイギリス軍部隊が
空港に到着し，以降，王土の奪回が図られた。
グルカ兵の攻撃能力は圧倒的で，20日まで
にイギリス軍は都市部・準都市部の奪回を果

たしたのである65）。スルタンが積極的な動き
を見せず，イギリスも部隊の派遣もままなら
ないまま，アザハリが国連に問題を持ち込ん
でいたとしたら，事態は随分違っていたであ
ろうことは想像できる。
現状では事実関係を確定し難い点もあるた
め，蜂起自体について歴史的評価を下すこと
は依然として困難と言えるが，以下に述べる
ように，その影響はブルネイの内外ではかり 
しれないものがあったことは指摘できよう66）。 
すなわち，まずもって，蜂起とその失敗はイ

64） Letter from Lord Selkirk to Harold Macmillan, 20 December 1962, PREM11/4346, TNA, BDEE, 
B-8, No. 151. アザハリが創設を宣言した北カリマンタン国はサラワク，北ボルネオをも包含した
連合国家であった。蜂起はサラワク，北ボルネオにはほとんど全く及ばなかったが，ブルネイにつ
いてのみ言えば，蜂起は成功寸前だったと言いうるであろう。

65） Letter from D. C. White to the Secretary of State for the Colonies, 20 December 1962, 
PREM11/4346, TNA, BDEE, B-8, No. 150.

66） 蜂起については長く不明なところの多かったし，現在でもそうと言える。関連するイギリス公文書
の公開は遅れたし，完全に公開されたとも言い切れないところもあるように思われる。なぜアザハ
リは蜂起を決行したのか，インドネシアはどの程度これに関与したのか，イギリスは知っていてこ
れを煽ったのか，といった疑問が当然出てくる。史料に基づく研究はイギリスの陰謀を唱えるポー
ルグレインの研究に始まり，さらに，その後，詳細な論考を展開したハルンの研究も出されるよう
になった（Poulgrain 1998, Harun 2007）。

 　事実関係を把握するうえで最大の困難はアザハリが蜂起した理由自体を理解することにあると
言ってよいだろう。蜂起は無理が多い計画と言えた。しかも前章で見たように PRBは立法評議
会の選挙に勝利していた。わざわざ蜂起を決行する必要性は低かったようにも見える。それにも
かかわらず，なぜアザハリは蜂起を決行したのか。確かに，本文にも記したように，秘匿してい
た TNKUの検挙が開始されたことがアザハリたちに早めの蜂起の決行を促したということもあっ
たであろう。しかし，蜂起自体は 19日にも決行されることが計画されていたようである（Harun 
2007: 83-85）。蜂起の決断の背景については，これまでの研究において，次のような諸説が提示さ
れてきた。

 　第一にあげられる説は，蜂起前の時点で隣国インドネシアから PRBに何らかの支援の約束があ
り，アザハリはこれを頼って蜂起したとの説である。TNKUがインドネシアから支援を受けてい
たことは当時から指摘されていたことであった。ダビドソンによってインドネシア側から見た研究
も出されるようになっている（Davidson 2008）。蜂起後にインドネシア側から何らかの支援があ
るであろうとの見通しが蜂起の決断を容易にしたことは間違いないだろう。

 　第二にあげられる説は，上記第一説のような事情があったことを認めつつも，蜂起に至る事態は
イギリス植民地警察特務部が意図的に煽った結果にすぎないことを強調する説である。ポールグレ
インがこれを主張している（Poulgrain 1998: 280）。ただし，首相，植民地相，高等弁務官など国
家の政策決定のレベルでは，そうした陰謀めいた行動がとられた形跡がないため，この説は広い支
持を得たとは言い難い。

 　第三にあげられる説は，蜂起前の時点でアザハリとスルタンとのあいだに何らかの話し合いがあ
り，アザハリはスルタンから革命への支持を得られると考えていたこと，そのことが蜂起を誘発し
たとする説である。イギリス公文書公開以降の研究において指摘されるようになった。スルタンは
蜂起が起こることを知っていて，どう対応しようか迷っていたが，蜂起の前日，セルカークが王宮
を訪れて対策を練ったため，スルタンはこれを弾圧する立場に回った，というのである。セルカーク，
ホワイトが事態をそのように分析し，その旨を本国に報告した。アザハリたちがスルタンからの
支持を前提にして行動していたことは本文で記したとおりである（Harun 2007: 101-102）。Letter 
from Lord Selkirk to Harold Macmillan, 20 December 1962, PREM11/4346, TNA, BDEE, B-8, 
No. 151. Letter from D. C. White to the Secretary of State for the Colonies, 20 December 1962, 
PREM11/4346, TNA, BDEE, B-8, No. 150.
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ンドネシア「対決政策」を誘発し，東南アジ
ア島嶼部における冷戦の構図を顕在化させ
た，大きな事件とになった。インドネシアは
隣国マラヤ連邦が拡大してマレーシアを創設
することを快く思っていなかった。そのため，
インドネシア国軍はTNKUの訓練に携わり，
大統領スカルノ Sukarnoは蜂起については
これへの共感を表明した。さらに，マラヤ連
邦が蜂起へのインドネシアの関与を指摘し，
同国への非難を強めると，インドネシアは態
度を硬化させ，翌 1963年 1月，外相スバン
ドリオ Subandrioが「対決政策」を表明し
た。これは，マレーシア粉砕を掲げる一連の
政策で，スカルノが完全に失脚する 1966年
まで続くことになった。インドネシアは外交
攻勢を掛けるほかボルネオを舞台としたゲ
リラ戦を実施するなどしたのである。しか
も，この政策を進めるにあたり，スカルノた
ちは中国やソビエト連邦寄りの外交を強めた
こともあり，インドネシア・マレーシア紛争
は同時期に進行したヴェトナム戦争と並んで
東南アジアにおける冷戦の焦点となった。脱
植民地化全般が冷戦戦略の側面を備えていた
こと，マレーシア構想自体も，冷戦下，イギ
リス帝国が地球規模の勢力であり続けるため
の極東の拠点創出をめざす帝国再編案と言え
たことについてはすでに指摘したとおりであ
るが，シンガポール，ボルネオの脱植民地化
はまさにそうした冷戦の構図を際立たせるこ
とになった。イギリスはマレーシア創設を何
としても成功させようとしたし，その維持に
も尽くした。後にも述べるように，蜂起を鎮
圧したイギリス軍はボルネオに引き続き駐留
し，インドネシアの支援を受けたゲリラ兵と
闘った67）。

さらにもちろん，事件の顛末は，当然のこ
とながら，ブルネイの社会を二分する深刻な
影響を残し，同国史上において決定的事件と
して記憶されることになった。小さな国のな
かで平穏に暮らしてきた人々が突然に割れて
争い合うことになった。すでに述べたように，
PRBはこのときまでに勢力を伸張させ，人
口八万未満の国にあって二万六千名もの勢力
を誇っていたとされている。成年男子の八割
が蜂起に関わっていたとも言われる。そうと
すれば，社会の多数が支持した武装蜂起をス
ルタンから要請を受けたイギリス軍が鎮圧し
たというのが，蜂起の実態と言うことになる。
蜂起の過程で PRBは禁止され，ブルネイ国
内では壊滅することとなった。参加者の多く
もスルタンに忠誠を誓い，早々に釈放された。
が，アザハリは逆臣とされてその後国外を
転々とし，実行に加わった首謀者らも長らく
収容所に入れられることになった（Harun: 
98-99）。このような事件の記憶がその後の
ブルネイ社会に深刻な影響を残したことは想
像に難くない。確かに，蜂起参加者の多くは
スルタンもこれを支持していると考えてこれ
に参加した。誤解から蜂起に参加したのであ
る。しかし，たとえそうした事情があったの
だとしても，平穏な状態を再建していくこと
には実際的な困難が伴う。蜂起を起こした方
にも起こされた方にも気まずさは残る68）。
それでは，蜂起とその失敗はブルネイのマ
レーシア編入の問題にはいかなる影響を与え
たのだろうか。普通に考えて浮上してくるの
は，それはブルネイのマレーシア編入を促す
動機づけになっただろうとの見方である。前
述のように，イギリス帝国の脱植民地化政策
の準則の一つは独立する国をある程度の規模

67） 主にイギリス側の視点からの研究となるが，2000年代以降，「対決政策」については何冊かの研究
書が出されるようになった。本文はそれらに基づいて概要を記した（Subritzky 2000, Jones 2002, 
Easter 2004）。

68） 「はじめに」でも触れたように，イギリス公文書の公開以降，蜂起を住民のマレーシアへ参加反対
の意思表示と捉え，スルタンもその意を酌んでマレーシア不参加を決定した，とする解釈も出され
るようになってきた（Mohamad Yusoph 1998）。スルタンの英邁さを讃えるとともに，蜂起にも
肯定的な意味を持たせており，国民の融和にも貢献する注目すべき解釈と言えよう。
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に再編するというものであった。冷戦が続く
なか，小国が国際社会で生き残るのは困難で
あるというのがその前提となる認識であると
言えた。前述のように，その旨は植民地相か
らスルタンに伝えられもしていた。蜂起とそ
れに続くインドネシアからの攻勢はそうした
イギリスの主張の妥当性を証明したものとも
言えた。実際 12月末，いまだ残党勢力への
掃討戦が続くなか，ブルネイのマレーシア委
員会はマレーシア参加に向けて編入交渉を再
開するように決定を行った69）。そして，後述
するように，インドネシアが「対決政策」を
進める傍ら，両国は交渉を再開した。前回の
交渉では，マーサル首席大臣らがマレーシア
参加に消極的でマラヤ連邦が到底呑まないで
あろう案を持ち出したが，再開された交渉で
はそうした無理な姿勢は見られなかった。
ただもっとも，蜂起とその失敗のその後へ
の影響について，それがスルタンをしてマ
レーシア参加へと駆り立てたとのみ評するな
らば，それはあまりに単純な評価である，と
の非難は免れえないであろう。そこにはいま
少し留意すべき影響があったように思われ
る。実のところ，事件の顛末はスルタンに対
しマレーシア参加とは正反対の方向へ動かす
誘因を発生させたとも評価することができる
のである。この点，まずもって留意すべきは，
蜂起の失敗はそれまでスルタンの立場を最も
脅かし続けてきた PRBの勢力が王土から一
掃されたことをも意味していた，ということ
である。すでに見たように，スルタンがマラ
ヤ連邦と接近したのは，王国が北部ボルネ
オ連邦に埋没し，さらに PRBなど新興勢力
がこれを支配することを懸念したからであっ
た。その PRBが非合法化され，そうした状
況は一変することになったのであった。また，
さらに留意すべきは，この間にブルネイ王権

を支えるためイギリス帝国軍が展開するとい
う構図がつくられるようになった，というこ
とである。それまで，イギリス帝国は議会政
の導入に伴う PRBの台頭を容認し，マレー
シア編入にあってはスルタンを事実上立憲君
主化する政策をとっていたが，この政策は実
質的に正反対に転換された。治安の不安定な
状態が続くため，グルカ兵を主力とするイギ
リス帝国軍がその後しばらくブルネイの体制
を維持するために駐留し続けることも確実と
なった。紆余曲折も予想されたが，事件の顛
末はマレーシアに加わらずイギリスの庇護の
下に留まり続けるという道をスルタンの前に
開くものでもあったのである。
マレーシア設立後もブルネイがイギリス帝
国に留まり続けるという選択肢はスルタンに
とっては魅力的なもののはずであった。確か
に，スルタンは政治指導者であるとともに宗
教指導者でもあり，国政に不満があっても彼
を直接に非難する住民は少数派と言えた。し
かしすでに見たように，蜂起においては本当
に多数の住民がこれに関わった。住民たちは
必ずしも信用できる存在ではないことが判明
した。対して帝国は非常に信用に足る存在と
なった。とくにグルカ兵の反乱者に対する攻
撃能力は圧倒的であった。そのことは住民に
もよく記憶されたはずであった。そうである
とすれば，この後，スルタンは臣民であるマ
レー人の忠誠心に疑問を抱く傍ら，帝国，こ
とに王国に駐留し続けるグルカ兵の治安維持
能力に大きな信頼を置くようになったとして
もおかしくはなかった70）。また，そうした事
情がその後のスルタンの編入交渉における 
姿勢に影響を与えたとしてもおかしくはな
かった。
実際，イギリス帝国は，蜂起後，実質的な
政策転換を余儀なくされたことを自覚し，そ

69） Telegram from Commissioner-General for South-East Asia to the Secretary of State for the Colonies,  
24 December 1962, DO169/259, TNA.

70） ハルンはスルタンのイギリスに対する態度が蜂起以降大きく変わったことを指摘している（Harun 
2007: 171）。
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のことに焦燥の念を抱くようになっていた。
12月 20日，反乱軍の掃討を続ける傍ら，ホ
ワイトは次のような事態の暫定的な総括を記
した長文の手紙を植民地相に送っている71）。

　11月に私がイギリスに戻ったときの状
態は，PRBが地区評議会選挙において全
議席を獲得し，16の民選議員議席すべて
を得て立法評議会に復帰した，というもの
でした。…
　マラヤ連邦も避けがたい事情を受け入
れ，次期首席大臣がアザハリであるという
事実に折り合いをつけていたかのようでし
た。事実，マラヤ連邦はアザハリに使節を
率いてマラヤを訪問することを招請し，そ
のための準備も整えていました。…
　スルタンは依然として揺れ動いていま
す。彼はマレーシアに参加したいのかもし
れませんが，参加から得られる人民への
「利益」について繰り返し述べています。
彼は国王の地位の保全を明らかに最も心配
していて，イギリス軍隊を伴っての独立を
考えています。…
　我々には三つの選択肢が提示されていま
す。
（1）今行っているように，信用を失った政
府を支え続けること
（2）置かれた状態の不快さに鑑み，シェル
の利益に拘わらず，条約の履行を拒否する
こと
（3）クアラルンプール政府と一緒になっ
て，マレーシアを即刻受諾するよう要求す
ること
私は最後の選択肢がよいと思います。

イギリス帝国はマレーシア創設を支持し続け
ており，その意味で政策を変更していなかっ
たが，そのまま行けば「信用を失った政府」
を支え続けることになる道を帝国は歩み始め
ていた。少なくともホワイトらが望んでい
た PRBと協調しながらマレーシアの創設を
はかろうとする路線は破綻した。選挙で信任
を受けた政府がマラヤ連邦政府と交渉するこ
とは事実上不可能となった。ホワイトはその
ことをよく認識していたのである。事態を打
開するため，マラヤ連邦と協調してブルネイ
のマレーシア編入をはかろうとしたが，それ
には大きな困難も伴うことも予想された。交
渉の差配はスルタンに完全に握られることに
なったからである。

1963年 2月，ブルネイ代表団がクアラル
ンプールを訪れ，編入交渉は再開された。出
席者はブルネイ側が副首相アリ Dato Setia  
Pengiran Ali，憲法顧問ローソンNeil Lawson 
らで，マラヤ連邦側が副首相ラザク，蔵相タ
ン・シュウシン Tan Siew Sin，外務次官ガザ
リMuhammad Ghazali Shafieらであった。 
今回は，ブルネイ側も主権移譲を渋る態度は
示さなかったので，交渉は共通の土俵の上で
進められたと言えた。交渉は全体会議の後，
憲法と財政の二つの委員会に分かれて行わ
れ，前回に比べればきわめてスムーズに進ん
だ（Muhammad Ghazali 1998: 282-285）。
すでに述べたように，サラワク，北ボルネオ
が新連邦において享受するセーフガードをめ
ぐる交渉は妥結していた。ブルネイの編入交
渉もこれをベースに進められた72）。マラヤ連
邦側もブルネイの外交・防衛だけでも即座に
引き受けることを事前に検討するなど反乱直

71） Letter from D. C. White to the Secretary of State for the Colonies, 20 December 1962, 
PREM11/4346, TNA, BDEE, B-8, No. 150. なお，高等弁務官ホワイトは 11月にイギリスに一時帰
国しており，11日になって職務に復帰したようである。Telegram from Commissioner-General for  
South-East Asia to the Secretary of State for the Colonies, 11 December 1962, PREM11/38696, TNA.

72） Telegram from Kuala Lumpur to Jesselton, Brunei, Kuching, 1 March 1963, DO169/260, TNA. 
連邦へサラワク，北ボルネオを編入の条件を考えるための政府間委員会の交渉は妥結し，2月には
報告書も公表されていた。Malaysia: Report of the Inter-Governmental Committee, 1962, Cmnd 1954 
(London: HMSO, 1963)。
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後のブルネイへの配慮を施していた73）。
具体的な争点として浮かび上がってきたの
は二つの点であった。第一の問題はブルネイ 
の連邦下院議員の選出枠数についてであった。 
当初，ブルネイ側は 10議席確保を考えてい
たが，対して連邦側は 2議席を提案した74）。
ただ，この問題は意外と深刻でなく，ブルネ
イ側は 4議席まで折れる用意をしていた。第
二の問題はブルネイの連邦財政への貢献の問
題であった。両者は連邦による直接課税を避
けることで合意したが，一体どれだけブルネ
イが連邦へ上納するかは折り合いがつかな
かった。交渉は当初 10年間ブルネイ側がい
くら負担するか，というかたちで進められた。
連邦側が年 7000万ドルを主張したのに対し，
ブルネイ側は 3000万ドルを主張するなどそ
の開きは大きかった75）。連邦側が年 5500万
ドルまで引き下げると，ブルネイ側も 4000
万ドルまで引き上げたが，妥協はなかなか成
立しなかった76）。
問題の解決は首脳レベルの会談に委ねら
れた。3月 1日，クアラルンプールに滞在中
のスルタンはトゥンク，ラザクと会談を行
い，懸案の解決に向けた妥協が試みられた 
（Muhammad Ghazali 1998: 286）。その結果， 
トゥンクはブルネイの連邦への貢献を4000万 
ドルとすることを認めたのであった。基本合 
意Heads of Agreement草案もまとめられ，両 

国はその仮調印を待つのみとなった77）。これ
を受けてローソンはそれまでの交渉の主要な 
論点の妥結点について下のようにまとめたノー 
トを記し，これをマラヤ連邦側に送った78）。

（1）ブルネイは下院に四議席を置くことを
期待している。
（2）（引用者注：1964年に始まる 10年の
あいだ）ブルネイの連邦財政への年ごとの
貢献は 4000万ドルとなる。
（3）ブルネイは，ほかの州と同様，緊急時
に自発的な財政支援を行うことを道義的な
義務と考えている。
（4）1964年に始まる 10年のあいだ，ブル
ネイは連邦政府の求めに応じて年ごとの貢
献を見直すことに吝かではない。

このように，3月初頭，再開されたブルネイ
のマレーシア編入交渉は山場を乗り越え，も
はや残された課題は具体的な詰めのみとなっ
たかのようになった79）。が，しかしながら，
交渉が順調であったのはここまでであった。
以降，首脳間の合意がマラヤ連邦側の内政事
情によって揺れ，交渉は拗れ出すことになっ
た。トゥンクの妥協は彼の同僚たちからの支
持を得ることができず，マラヤ連邦はブルネ
イに追加的な要求を始めたのである。マラヤ
連邦は，まず，新しい油田が発見されたとき

73） Telegram from Kuala Lumpur to Commonwealth Relations Office, 11 January 1963, 
DO169/260, TNA.

74） Telegram from Kuala Lumpur to Jesselton, 9 February 1963, DO169/260, TNA. Telegram from 
Kuala Lumpur to Commonwealth Relations Office, 18 February 1963, DO169/260, TNA. 確か
に，サラワク，北ボルネオを編入するにあたって連邦は両州に人口比で過大な議席を用意した。し
かし，連邦内で同規模の州であるプルリス州には 2議席しか割り当てられていなかったため，ブル
ネイ側の要求は過大と言えた。

75） Telegram from Kuala Lumpur to Commonwealth Relations Office, 21 February 1963, 
DO169/260, TNA.

76） Telegram from Kuala Lumpur to Commonwealth Relations Office, 1 March 1963, DO169/260, 
TNA.

77） Telegram from Kuala Lumpur to Commonwealth Relations Office, 2 March 1963, DO169/260, 
TNA.

78） Letter from Neil Lawson to Tunku Abdul Rahman, et al., undated, DO169/260, TNA.
79） 基本合意案の概要については次の電信にある。Telegram from Kuala Lumpur to Jesselton, Brunei,  

Kuching, 1 March 1963, DO169/260, TNA.
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にはそれらの油田についても連邦に貢献する
ことをブルネイに求めた。ブルネイ側は前述
ノートのなかでそうした場合にはブルネイが
負担の見直しに応じる用意があることを示し
ており，それで足りるとおそらくはそう考え
ていた。しかし，マラヤ連邦側はそれでは満
足せず，トゥンクはスルタンに手紙をしたた
め，それら新油田の扱いについてほかの州と
違うことのないよう求めたのであった80）。ガ
ザリによれば，スルタンはこれに返事を記し，
10年の後にブルネイの財政事情よって負担
の見直しに応じることを繰り返すにとどまっ
たという（Muhammad Ghazali 1998: 288）。
さらに，4月 8日，トゥンクは再びスルタン
に手紙を送った。トゥンクは，下のように，
先の主張を明確にするとともに新しい問題も
提起したのである81）。

（1）新油田については特別の取り決めを行
わない。つまりほかの州と同様な課税を行
う。
（2）10年過ぎた時点では既存の油田につ
いてもほかの州と同様な課税を行う。
（3）ブルネイに関する連邦政府支出が
5900万ドルと見積もられるため，年ごと
の貢献をそれに見合うだけ増額する。
（4）連邦への貢献の名称を「年ごとの自発
的寄付（annual voluntary donation）」で
はなく「年ごとの貢献（annual contribu-
tion）」とする。

（2）は新しい問題の提起，（3）は先の合意の
反故であった。また，（4）は名称の変更であ

るが，それ以上の意味も含意していた。貢献
の名称に前者を使用すれば連邦政府がブルネ
イの収入への課税について何の権原も有さな
いかのようにとられかねないと考えられた。
ガザリの回想録に拠ればこうしたマラヤ連邦
側の財政上の主張の背景にはタン蔵相の強い 
意向が働いていたと考えられる（Muhammad  
Ghazali 1998: 289）。当時，連邦政府は連盟
党 Alliance Partyによって組閣され，連盟
党は統一マレー国民組織UMNO: United  
Malay National Organization，馬華公会MCA:  
Malayan Chinese Association，マラヤ・イ
ンド人会議MIC: Malayan Indian Congress
の三党から構成されていた。一見すると，マ
ラヤ連邦政府は各政党が半島に暮らす主要エ
スニック集団それぞれの利益を代表する政党
が連立することで国民の広範な支持を得て
成立しているとも見えたが，第一党UMNO
と第二党MCAとのあいだには微妙な関係が
あった。政治全般の主導権はUMNOが握
りつつも，経済運営はMCAが責任を持つ，
というのが当時の大まかな了解となっていた
（金子 2001: 150-162）。トゥンクはUMNO
総裁，タンはMCA総裁であった。それゆえ，
トゥンクはマレーシア設立交渉においてもタ
ンに経済交渉を任せ，それに介入しようとは
しなかったのである82）。
さらに加えて問題として浮上したのが，有
名な「スルタンの序列問題」であった。マラ
ヤ連邦の国王は半島の 9人のスルタンの互選
によって選出される仕組みとなっていたが，
その選挙方法は意図的に複雑に規定され，事
実上，スルタンたちが即位順に輪番する仕組

80） Letter from Tunku Abdul Rahman to the Sultan of Brunei, 4 March 1963, DO169/260, TNA. こ
のなかで，トゥンクは防衛のために初年度は 4500万ドルの貢献をするとの合意があったのではな
かったか，との問いただしも行った。

81） Letter from Tunku Abdul Rahman to the Sultan of Brunei, 8 April 1963, DO169/261, TNA.
82） Telegram from Kuala Lumpur to Commonwealth Relations Office, 2 May 1963, DO169/261, 

TNA. タンはシンガポールとの交渉においても同様に厳しい姿勢を示していた。トゥンクとリー首
相とのあいだには覚書があったが，タンはこれを事実上無視した要求を突きつけていた（cf. Lee 
1998: 477）。なお，マラヤ連邦の強硬姿勢の背景にはサラワク，北ボルネオなどを抱え込むにあ
たってブルネイばかりを甘やかすわけにはいかないという事情もあった。Telegram from Kuala 
Lumpur to Commonwealth Relations Office, 5 April 1963, DO169/261, TNA.
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みとなっていた。ブルネイが新連邦に加入す 
れば，スルタン・オマールの即位年は 1950年 
であったから，この論理に従えば，次期の国
王に就くことが当然のように思われた。問題
は，2月の交渉においてとりあげられたもの
の，スルタンたちによって構成される統治者
会議の専権事項であるとして，ラザク副首相 
が立場を保留した経緯があった（Muhammad  
Ghazali 1998: 282-283）。ところが，その統
治者会議の結論はある意味で予想を覆すもの
となった。統治者会議はスルタン・オマール
の序列決定の基準日をブルネイの連邦編入日
とし，彼の序列を最下位に置こうとしたので
ある（Muhammad Ghazali 1998: 287）。ス
ルタン自身はこれを冷静に受け止めたようで
あるが，ブルネイにとっては悪い知らせで
あった。取り巻きたちは怒っているのではな
いか，と在ブルネイ高等弁務官はイギリス本
国に報告している83）。
交渉はひどく拗れることになった。このほ
かブルネイから出された疑義もあった。スル
タンは石油以外の鉱物資源もブルネイのもの
であると主張したのであった84）。そうしたな
か，事態の打開に動いたのはローソンであっ
た。4月 11日，彼はスルタンに論点をまと
めた手紙を出すとともに，ラザクにも解決さ
れた問題を蒸し返すことのないよう促す手紙
を出した85）。これを受けて，ラザクとタンは
ローソンが滞在するロンドンまで赴き，彼と
非公式会談を行った。どのような話し合いが
なされたのか定かではないが，その結果，双
方は合同への交渉が再開されるべきことで合
意に達したのであった86）。

4. 帝国への回帰

1963年 6月 10日，第三回交渉が，クアラ
ルンプールで開始された。出席者はブルネ
イ側がマーサル首席大臣，ローソン憲法顧
問ら，マラヤ連邦側がイスマイル Ismail内
相，タン蔵相らであった。当初，スルタンは
クアラルンプールを訪れなかった。しかし，
この交渉は最初から難航した。ローソンはマ
ラヤ連邦側が提起した問題は解決済みの問題
の蒸し返しであるとしたが，マラヤ連邦側は
未解決の問題であるとして譲らなかったので
ある。その後，トゥンクがスルタンをクアラ
ルンプールに招いて首脳レベルで決着をつけ
ることを図ったが，交渉は彼らの参加をもっ
てしても妥結を見ることができなかった。こ
のとき，とくに議論が分かれたのはやはり財
政取り決めについてであった。マラヤ連邦側
は新油田に基づくブルネイの連邦財政への貢
献について連邦政府による一方的な決定に拠
る支払―課税相当額の支払―の方式を求
めたのに対し，ブルネイ側はこれを交渉に
よって決定するよう頑なに拒んだのである
（Muhammad Ghazali 1998: 291-297）。
交渉が暗礁に乗り上げるなか，6月 19日，
マラヤ連邦政府は閣議を開催して，対応策を
練った。マレーシア創設の合意を記したマ
レーシア協定の調印は二週間ほど先にまで
迫っていた。サラワク，北ボルネオとの政府
間交渉はすでにまとめられていたが，シンガ
ポール，ブルネイとの交渉は難航していた。
馬新交渉は財政問題をめぐって難航し，シン
ガポールのマレーシア参加の目途も立たなく
なっていたのである。それゆえ，ここで連邦

83） Telegram from Brunei to the Secretary of State for the Colonies, 5 April 1963, DO169/261, 
TNA.

84） Telegram from Kuala Lumpur to Commonwealth Relations Office, 25 March 1963, DO169/261, 
TNA.

85） Letter from Neil Lawson to the Sultan of Brunei, 11 April 1963, DO169/261, TNA. Letter from 
Neil Lawson to Tun Abdul Razak, 11 April 1963, DO169/261, TNA.

86） Muhammad Ghazali 1998: 291. Telegram from the Secretary of State for the Colonies to Brunei, 
24 May 1963, DO169/261, TNA.
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はいわゆる 48時間の「最後通牒」を出し，
シンガポール，ブルネイに強硬に妥協を迫っ
た。受け入れられる最終条件を示して 48時
間以内の返答を期待するとし，まとまらない
ときにはマレーシアがシンガポール，ブルネ
イ抜きで発足するとしたのである。最終条件
は公表されなかったが，「最後通牒」が出さ
れたことは新聞でも報じられた。マラヤ連邦
側の妥協はありえないという強い姿勢を示し
たのである87）。ただ，もっとも，マラヤ連邦
政府の決定は，実質的には，ブルネイ側への
大幅な譲歩を認めるものでもあった。21日
になってからであるが，ラザクは次のような
内容の妥協案を手紙にしたため，これをスル
タンに送ったのである88）。

（1）新たな収入源に基づく連邦への貢献に
ついては，ブルネイは 5年過ぎた時点から，
連邦課税相当額の支払をするものとする。
（2）10年以内の連邦への貢献の見直しに
ついては，ブルネイ側の主張を容れて，交
渉による解決をはかることにする。
（3）ブルネイが 4000万ドルの支払を滞っ
たときは，連邦法を適用する。
（4）10年後の連邦への貢献の見直しにつ
いては，（1）の条件の下，合意に達するま
で現行の規定を継続する。
（5）石油以外の鉱物資源については連邦憲
法に基づいて課税するものとする。但し，
連邦側としては，それがブルネイの資源の
適切な開発を妨げるものではない旨，秘密
の覚書を差し入れる用意がある。
（6）「年ごとの貢献」という用語について
は適切なマレー語に訳されるものとする。

これらの六項目はトゥンクの提起した四つの
点のうち三つに対応する点―（1）と（2）,
（4）,（6）―にスルタンが提起した点―
（5）―，それに連邦が新たに提起するブ
ルネイが貢献を支払わない際の点―（3）
―を加えた六つの点への閣議決定を明らか
にしたものであった。なお，財政問題のほか
にもそれまで二つの問題―統治者会議にお
ける序列の問題，連邦下院における議席配分
の問題―が争点となってはきたが，今回の
妥協案ではとりあげられなかった。前者は政
府ではなく統治者会議の問題であるため，ま
た後者についてはあまり重要と考えられな
かったためか，もはや問題として挙がらな
かったのだろう89）。
しかしながら，結果として言えば，プレス
まで利用しての圧力はブルネイ側の態度を硬
化させることとなった。ブルネイ側はラザ
クの提案に満足しなかった。タロ・デービ
ス Talog Davies司法長官らは（5），（6）は
受け入れられるとしても，（1）については認
められないと考えた90）。そして何より，スル
タン自身，何度も面子をつぶされ，それまで
になく頑なになってしまった。マラヤ連邦側
がなかなかブルネイ側に接触を図ろうとしな
かったこともスルタンの尊厳を傷つけた。結
局，スルタンはローソンの助言に従ってブル
ネイに帰ることになったのである91）。彼の様
子について，イギリス人官僚は本国に以下の
ような報告を行っている92）。

私は未だかつてこのように頑ななスルタン
を見たことがない。一切譲らないで，自分
の出した条件からは一歩も出ない，と断定

87） Simandjuntak 1969: 153-154. The Straits Times, 20 June 1963.
88） Letter from Tun Abdul Razak to the Sultan of Brunei, 21 June 1963, DO169/261, TNA. Mohd. 

Jamil 1998: 164. Telegram from Kuala Lumpur to Commonwealth Relations Office, 21 June 
1963, DO169/261, TNA.

89） 第三回の交渉において議席数の問題が紛糾したという形跡は残っていない。
90） Telegram from Brunei to the Secretary of State for the Colonies, 26 June 1963, DO169/261, TNA.
91） Telegram from Kuala Lumpur to Commonwealth Relations Office, 21 June 1963, DO169/261, TNA.
92） Telegram from Brunei to the Secretary of State for the Colonies, 25 June 1963, DO169/261, TNA.
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的に述べたのである。

彼は次から次に要求を突きつけたタンに対し
ては猜疑心を持つようになっていた93）。結局，
彼はラザクの提案は到底受け入れられないと
いう簡単な手紙を出すのみであった94）。
翌 7月，スルタン一行はイギリスに招かれ
てロンドンを訪れた。このとき，マレーシア
協定が締結される手はずとなっており，ロン
ドンにはマラヤ連邦のほかシンガポールなど
からも代表団が訪れていた。シンガポール政
府も「最期通牒」の受け入れを拒否していた
が，依然としてマレーシア参加を模索してい
た。イギリス帝国は，インドネシアがマレー
シア粉砕を進めようとする傍ら，当初の構想
通りマレーシアが創設されるよう―帝国が
地球規模の勢力であり続けるための極東の拠
点が創出されるよう―ここで関係政府に強
力な働き掛けを行おうとしたのである。まず，
コモンウェルス関係相兼植民地相ダンカン・
サンズ Duncan Sandysがマラヤ連邦政府代
表団とシンガポール政府代表団を交互に招い
てそれぞれの言い分を聞きつつも妥協を促
し，交渉の妥結への道を開こうとした。マレー
シア構想浮上までの経緯から考えれば，シン
ガポール抜きのマレーシアはイギリス帝国と
しては何とも避けたいところであった。努力
は功を奏し，その後，両政府は直接交渉に入
り，シンガポールはマレーシア参加を決める
ことになった。イギリスは，さらにこれと並

行して，同じ方法を用いて，ブルネイのマレー
シア参加を促そうとした。4日，イギリス政
府はマラヤ連邦代表団を招き，タンに妥協を
促した。イギリスがここで持ち出したのは，
ブルネイの収入増に伴ってエスカレーター式
に貢献が増えるスキームであった。実質的に
3月の基本合意案にまで立ち戻ろうとする内
容であり，マラヤ連邦側はあまり乗り気では
なかったが，ラザクもタンもやむ無しと考え
た95）。実質的にブルネイ側の要求の全面受け
入れであった。
しかしながら，スルタンのマラヤ連邦政府
への心証は十分に悪くなっていた。彼がロン
ドンを訪れたのは，マレーシアに加わるため
というよりも，帝国との関係を強化すること
―帝国への回帰を果たすこと―でその場
を乗り切ろうとしたためであった，そのよう
にも考えられる96）。シンガポール首相リー・
クアンユウ Lee Kuan Yewは忙しく飛び回
り，合間を見てはスルタンとも意見を交換し
ていたが，このときの様子について次のよう
に回想している（Lee 1998: 481）。

策略にとんで用心深いスルタンは石油収入
の分配提案に不満で，サンズらからのいか
なる圧力にも，脅しにも屈しなかった。…
彼の本能は告げていた。イギリスの保護下
に留まれ。イギリスは自分をインドネシア
のひどい扱いに委ねるようなことはしない
と確信せよ，と。

93） Telegram from Brunei to the Secretary of State for the Colonies, 22 June 1963, DO169/261, TNA.
94） Telegram from Brunei to the Secretary of State for the Colonies, 30 June 1963, DO169/261, TNA.
95） Record of Meeting held in Lord Lansdawne’s Room, Brunei(63) 2nd Meeting, 4 July 1963, 

DO169/261, TNA.
96） スルタンはロンドンを訪問することにしたが，これはブルネイがマレーシアに参加しなかったとき

のことを考えるためにも有用である，との説得を受けてのことであった。Telegram from Brunei 
to the Secretary of State for the Colonies, 25 June 1963, DO169/261, TNA. また，7月 3日，ス
ルタンはコモンウェルス関係省を訪れてサンズらと会談を行った。ここでスルタンは，冒頭次のよ
うな微妙な言い回しを使い，イギリスの協力を求めた。「陛下の政府とブルネイとは極めて良好な
関係にあり，もっと強力にさえなるのかもしれません。ここには，マレーシアに関する交渉で出て
きた違いを説明するために参りました。ブルネイの提示する諸条件をマラヤが受け入れるよう，大
臣が影響力を行使されることを望みます。」Record of Meeting held in the Secretary of the State 
for Commonwealth Relations, Brunei(63) 1st Meeting, 3 July 1963, DO169/261, TNA.
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7月 8日，サンズはスルタンと会見した。す
でに見たように，マラヤ連邦はそれまでに基
本合意案の線にまで要求を引き下げており，
もはや実質的に残されていた問題はスルタン
の序列問題のみのはずであった。サンズはそ
のことを告げ，スルタンにその意志を問い質
したが，スルタンは外国人官僚の任用，マ
レー人連隊の任用などといった新しい問題を
持ち出した。マレーシア編入を拒否するスル
タンの強い意向がはっきりとした瞬間であっ
た97）。サンズはマレーシア成立後のブルネイ
に責任がもてない旨を示唆したが，スルタン
は取り合おうとしなかった。マレーシアに加
わらなかったときのブルネイの将来の地位に
ついての見直しこそはロンドンに来た主要目
的の一つであったと開き直るばかりであっ 
た98）。

1963年 9月 16日，マレーシアは，結局，
ブルネイ抜きで発足することになった。こ
れ以降，インドネシアが「対決政策」を激
化させるが，そのことはブルネイへも甚大
な影響をおよぼし，イギリス帝国はその対
策に追われることになった。第 3章でも記
したとおり，インドネシア側はマレーシアを
粉砕すべくこれにゲリラ戦を仕掛けた。アザ
ハリたちもジャカルタに亡命政府・北カリマ
ンタン合衆国革命政府 Pemerintah Revolu-
sioner Negara Kesatuan Kalimantan Utara

を樹立し，サラワク解放同盟 SLL: Sarawak 
Liberation League―サラワクの地下共産
主義組織―と協力してゲリラ戦に加わった
（原 2009: 167, Davidson 2008: 55-56）。 他
方，イギリス軍はマレーシアを守るべくこ
れとの戦闘を繰り広げた。ブルネイ蜂起鎮
圧を指揮したイギリス軍司令官ウォルター・
ウォーカーWalter Walkerが引き続きその
任にあたった。主要な戦場はサラワクとイン
ドネシア領カリマンタンとの国境地帯であっ
たが，ブルネイも危険な状況が続いると考え
られた。TNKUは鎮圧されたものの住民の
あいだには国政への不満が根強く残り，イギ
リス軍の駐留がこれを抑える役割を担った
（Harun 2007: 146-163）。
加えて，あまり知られていないことである
が，イギリス帝国はブルネイの憲政の発展
―民主化―を進めることで同国に鬱積し
ていた住民の不満の解消に努めることになっ
た99）。民主化によってマレーシア編入へ世
論が傾くのではないかとの思惑もあった100）。
ただ，帝国が行ったこの民主化を促す政策，
マレーシア参加を促す政策はうまくいかな
かった。まず，マレーシアとの関係は急速に
冷え込むことになった。マレーシア政府が送
りこんでいた官僚たちを引き揚げ，協力関係
を解消したのであった（Hussainmiya 1995: 
336）。さらに，民主化を通して治安を確保

97） 7月 5日，ラザクとガザリはスルタンの宿を訪れた。このとき，スルタンがラザクに序列問題を持
ち出すと，ラザクはその問題は統治者会議の決定する事項であるため自分たちが交渉できる状況に
ない旨を述べたという。ガザリは，このときのやりとりがスルタンにマレーシア不参加の最終的な
決断をもたらした，と主張している。結論はともかく，スルタンの旧友であるラザクがスルタンの
ために骨を折る姿勢を示さなかったことがスルタンの失望を招いたというのである。Muhammad 
Ghazali 1998 : 301-303. このやりとりがリークされたかどうかは不明であるが，財政問題は解決さ
れたものの序列問題が残されたため交渉が妥結しなかった，との報道が当時なされた。The Straits 
Times, 10 July 1963.

98） Note of a Meeting between the Secretary of the State for Commonwealth Relations and the 
Colonies and His Highness the Sultan of Brunei, 8 July 1963, DO169/261, TNA.

99） 7月 29日，サンズはスルタンと会談し，住民の忠誠を確保するためには憲政の発展が必要である
と説いた。Note of a Meeting between the Secretary of the State for Commonwealth Relations 
and His Highness the Sultan of Brunei, 29 July 1963, DO169/262, TNA. 以降，帝国は在ブルネ
イ高等弁務官が中心となってスルタンに民主化の圧力をかけていった。

100） Letter from A. M. MacKintosh to W. I. J. Wallace, 14 October 1963, DO169/262, TNA. Savingram  
from Kuala Lumpur to Commonwealth Relations Office, 23 November 1963, DO169/262, TNA.
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するという政策にはスルタンが非常に消極的
であった。彼が頼りにしたのはやはりイギリ
スの力，とりわけ駐留し続けるグルカ兵の力
であった。イギリス帝国は民主化が進まない
ブルネイの政治体制に不満を抱いたが，こと
は思うようには進まなかった。もちろん，民
主化の進展が遅れれば治安も悪化し，帝国は
より困難な状況に陥る可能性があった。12
月，シェルの要請を受け，コモンウェルス関
係省高官は彼らと会談を行ったが，そのなか
で，シェル側はブルネイの政治的停滞が蜂起
前と同水準にあると懸念を表明した。不満は
政府―スルタンというよりも―に向けら
れており，イギリス軍駐留が短期的には脅威
を緩和しているが，それだけでは脅威をそら
すことになっていないとのことであった101）。 
イギリスはスルタンによる憲政改革の引き
延ばしに音を上げた。翌年になってのこと
であるが，植民地閣外相ランズダウン侯爵
Marquess of Lansdowneは次のような内容
の手紙を陸軍大臣Minister of State for the 
Armyに宛てて記している102）。

　駐ブルネイ高等弁務官は憲政改革に賛成
しているはずのスルタンとのあいだで困難
に直面してきました。一定の権限移譲に
よってのみブルネイの人々の全く自然な不
満を克服できると考え，我々は長いあいだ
そのための圧力を掛け続けてきました。し
かし，スルタンは紙の上では憲政改革に賛
成するものの，改革を実現しようとのそぶ

りを全く見せていません。…
　スルタンは住民の忠誠にほとんど信を置
いていません。多額の資産を抱えて，忠誠
をかちとることは容易であるにもかかわら
ずそれをせず，彼は憲政改革の引き延ばし
を続け，イギリス軍の駐留に頼り続けるこ
とを好んでいるのです。

しかし，「対決政策」が続くなか，イギリス
帝国はグルカ兵をブルネイに駐留させ，これ
を支える政策を続けざるをえなかった。
帝国がブルネイのマレーシア編入を模索す
る政策を放棄し，ブルネイを一国で独立させ
る可能性を真剣に検討するようになるのは，
インドネシアが「対決政策」を終結させた年
の翌年，1967年になってからのことである。
この年，イギリスがアジア本土からの軍隊の
撤収をはかっていく―財政上の理由からス
エズ以東の非公式帝国を放棄し，地球規模の
勢力であることを放棄する―方針を明らか
にし，グルカ兵の撤兵が現実味を増すと，10
月 4日，スルタン・オマール・アリ・サイフ
ディン 3世は突然に退位を宣言した。スルタ
ンは多額のポンド資産をロンドンに預けてス
ターリング圏を支えていた。彼の捨て身の抗
議に国際収支赤字に悩むイギリスはなす術を
あまり持たなかった。結局，イギリスは憲政
の発展を促すことを控え，グルカ兵の残留を
可能とするスキームをつくりあげることで事
態を乗り切ろうとしたのであった103）。ブル
ネイ王権がグルカ兵を従えながら独立を果た

101） Note of Conversation with Mr. Charles Macintosh and Mr. Kirke of Shell, 19 December 1963, 
DO169/262, TNA.

102） ランズダウンは，スルタンがウォーカーと直接に交渉を行うため高等弁務官が困難に直面してい
る旨の苦情も述べている。Letter from Marquess of Lansdowne to James Ramsden, 1 October 
1964, CO967/416, TNA.

103） 1967年夏，イギリス側はスルタンに 1968年秋をもってグルカ兵を撤収する旨，同年末までに一定
の憲政の発展を進めることを期待している旨を伝えると，両国の関係は拗れ出した。それゆえ，イ
ギリス側は憲政の発展を促すことを控えることにした。マレーシアは民主化を通してブルネイが
マレーシア編入を決することを期待しており，イギリスもそのことを理解していたが，かような
決断が下された。ここにおいてブルネイのマレーシア編入をめざしてきたイギリスの政策は実質的
に転換されたと言ってよいだろう。“Future Relation with Brunei,” Record of Discussion in the 
Secretary of States’ Room at the House of Commons, 15 November 1967, FCO24/225, TNA. 	↗
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すのは，それからさらに十数年の後，1984
年のことであった。

おわりに

ブルネイがマレーシアに参加しなかったの
は，TNKUの蜂起失敗以降，スルタン・オ
マール・アリ・サイフディン 3世が新連邦
に参加する動機を大きく失ったことに拠ると
ころが大きい。実に，当初，マラヤ連邦とブ
ルネイとの合同に積極的であったのはスルタ
ンその人であったと考えられる。1950年代，
イギリス帝国は北部ボルネオ連邦の設立を推
進しようとした。しかし，統合はブルネイに
散財をもたらし，さらに，台頭しつつあっ
た PRBを利するものでスルタンの地位を危
うくするものでもあった。それゆえスルタン
はイギリスの提案を拒絶し，マラヤ連邦から
官僚の派遣を受けるなどして同国との提携に
頼り出すことになった。マレーシア構想もそ
うした政策の延長線上に浮上したものであっ
た。マレーシア構想に対しては PRBを中心
に激しい反対運動も起きたが，スルタンは基
本的には半島と何らかの連合を形成すること
を考え続けた。しかしながら，TNKU蜂起
以降，ブルネイの政治力学は大きく変わるこ
とになった。蜂起は失敗し，王権を脅かし続
けて来た PRBの勢力は一掃された。スルタ
ンの前にはマレーシアに参加せずとも王国の
安寧を維持する道が開かれることになったの
である。確かに，蜂起の実態は極めて深刻な
ものであったし，政府はその後も噴出した不
満への対応に追われることにもなった。しか
し，それゆえにこそ，イギリス帝国がその後
も王権の庇護を続け，その地位はそれまでに

なく安泰となった。とくに駐留を続けるグル
カ兵の力は圧倒的であった。
このようなブルネイの政治力学の展開の傍
ら，マラヤ連邦はおそらく意図せずして失策
を繰り返し，そのことによって編入はより遠
ざけることになった。まずもって当初トゥン
クはスルタン以外のボルネオの政治指導者た
ちの意向にはひどく無頓着であったため，そ
の発言が現地の反発を呼ぶという事態が惹き
起こされた。きっかけはブルネイに送り込ま
れていた半島の官僚たちが襲撃された事件で
あった。トゥンクはこれを PRBの仕業であ
ると決めつけ，舌戦が開始された。アザハリ
はサラワク，北ボルネオ有力者たちと揃って
マレーシア構想に反対する旨の声明を出し
たが，トゥンクは彼らを共産主義者と決め
つけて非難を強めた。ブルネイ住民の多く
は PRB支持に回り，その勢いは増すばかり
となった。失策はさらに続いた。その後，マ
ラヤ連邦はサラワク，北ボルネオの指導者た
ちとは対話を行い，バーゲニングを行ってマ
レーシア構想への支持を取り付けたのに対
し，アザハリたちにはなかなかそうした行動
をとろうとしなかったのである。トゥンクは
スルタンとの関係を重視するあまり，いま一
方の指導者の影響力を軽視し続けた。結局，
第一回編入交渉が不調に終わって以降，マラ
ヤ連邦はアザハリの重要性を認識して対話を
はかろうとしたが，それは遅きに失した政策
転換であった。アザハリたちはその間に武装
闘争の準備を進め，もはや引き返しが困難な
状況に入りつつあったのである。
さらに蜂起失敗後も，マラヤ連邦はブルネ
イの政治力学の変化をよく理解せず，連邦編
入交渉に強硬姿勢で臨み，結局，交渉を決裂

↗ その後，スルタンの旧友であるマクドナルドがブルネイを訪れて仲介の労をとると，両国の関係は 
好転し出した。これを受け，1968年 1月，コモンウェルス相 Secretary of State for Commonwealth  
Affairsは内閣防衛海外政策委員会に覚書を提出した。これは，当面のあいだ，スルタンによる経
費負担でグルカ兵の駐留を続けることを認めようというものであった。提案は了承された。“Brunei: 
Future Policy,” Memorandum by the Secretary of State for Commonwealth Affairs, OPD(68)7, 
29 January 1968, CAB148/36, TNA. Cabinet Defence and Oversea Policy Committee Minutes, 
OPD(68)2nd, 30 January 1968, CAB148/35, TNA.
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させることになった。長らく，この連邦編入
交渉が決裂した理由については二つの論点
―産油に伴う税収の分配のスキーム，スル
タンのあいだの序列―をめぐって両者の溝
が深かったことが強調されてきたが，交渉過
程を精査すると，そうした理解は正確でない
ことがわかる。確かに，編入交渉は主に財政
問題をめぐって紛糾した。問題はロンドンで
の最終交渉にまで持ち越されもした。しかし
ながら，後から見て気づかされるのは，紛糾
の真の原因は，財政問題そのものというより
はマラヤ連邦の交渉態度にあり，このため両
者のあいだの信頼関係が崩れたことにあっ
た，ということのように思われる。3月 1日，
両国首脳は会談を行って財政問題について基
本合意を成立させたが，その後，マラヤ連邦
は次々に要求を吊りあげてブルネイにさらな
る譲歩を迫り，そのことは交渉をひどく紛糾
させた。スルタンは基本合意のラインから譲
ろうとせず，態度を硬化させていったのであ
る。結局，ロンドン会談でマラヤ連邦は基本
合意のラインにまで立ち戻ることにしたが，
今度はスルタンがその申し出を拒否した。マ
ラヤ連邦側の要求の一方的な吊りあげは信頼
関係を損なっただけであったように思われて
ならない104）。
マラヤ連邦はブルネイを対等な相手として
交渉しなかったように見える105）。それでは
なぜそのような交渉姿勢をとったのか。一つ
は，当時，ブルネイ―あるいはシンガポー
ル―のような小国でも一国で自立しうると
いう認識が人々に共有されておらず，それ
ゆえ，困ったブルネイがいずれ音を上げるだ

ろうとの思惑もあったように思われる。太平
洋を中心にマイクロ国家が多数登場するのは
1970年代になってのことなのである。また，
いま一つは，新連邦発足前からマラヤ連邦が
ブルネイに連邦の論理に従順であることを無
意識のうちに求めたこともあったように思わ
れる。実際，マラヤ連邦政府は内政の論理を
優先した。当時の連盟党政府は財政に関する
事項はMCAが責任を負うとの了解の上に成
り立っており，トゥンクは財政問題をタン蔵
相に任せていた。それゆえ，蔵相がブルネイ
への要求水準の吊りあげを行って編入交渉が
難航しても，トゥンクはこれに介入しようと
しなかったのである。なお，ブルネイが連邦
の原理に沿って振舞わず，自らの原理に沿っ
て振舞い続けたことについては，マレーシア
がこれを抱えて安定的に機能するか，マラヤ
連邦には率直に懸念する者もいた106）。
ブルネイのマレーシア不参加はイギリス帝
国によって事実上の容認を受け，その後，定
着していった。ストックウェルは，帝国がブ
ルネイの行政の近代化，憲政の発展，マレー
シアへの参加を望んでいたものの，スルタン
の拒否にあって挫折したことを強調するが，
この主張も正確とは言えない。確かに，イ
ギリス帝国はブルネイに議会政を導入する
ことに積極的であったし，アザハリのリー
ダーシップに期待するところもあった。また，
1950年代半ばからマラヤ連邦，シンガポー
ル，ボルネオ 3領が合同する可能性を模索
し，さらに，マレーシア構想を支持し続けも
した。しかしながら，すでに見たように，ス
ルタン自身はブルネイのマレーシア編入につ

104） 交渉では財政問題のほかスルタンの序列問題もとりあげられた。ただ，本論でも記したように，ス
ルタン自身はこの問題をあまり気に留めていなかったように見られる。なお，いったん連邦に編入
されれば，州政府の権限に関する憲法上のいかなる保障も連邦政府に拠って変更が可能であること
は，後に 1967年のサラワクの事件によって明らかとなる。一字一句にこだわる必要はなかったと
も言える。

105） 交渉の過程でブルネイ側はマラヤ連邦側を「あなたがた you」と呼んだ。この言葉は半島側には大
変に耳障りであったようである（Muhammad Ghazali 1998: 284-285）。

106） 1962年 8月，ガザリは政治体制の異なるブルネイがマレーシアに加わることへの懸念をトゥンク
やラザクに表明している（Muhammad Ghazali 1998: 273-274）。実際，同じように揉めたシンガ
ポールは，マレーシア加入後，連邦政府と対立を繰り返し，結局，これから分離独立している。
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ねに否定的であったわけではなかった。最初
はむしろ積極的でさえあった。そしてこの点，
見逃されてはならないのは，彼の姿勢の転換
の背景にはイギリス帝国の政策の実質的な変
化があった，ということである。帝国はナ
ショナリストとの協調を通しての憲政の発展
を望んでいたが，この政策は TNKU蜂起を
もって事実上破綻し，以降，イギリス軍はブ
ルネイ王権を支えるためにその地に駐留する
ことになった。そのことがブルネイのマレー
シア不参加への道を開いたのである。そし
て，1963年，帝国はスルタンのマレーシア
不参加の決断をとりあえず受け入れた。イギ
リスは保護条約の当事国であり，スルタンに
助言を与えうる立場にあったが，それにもか
かわらず，あえてこれを行使しなかった。結
局，イギリス帝国は彼らの言う「信用を失っ
た政府」を支え続けた。そして，このときの
決定がその後動かぬものとなっていったので
ある。
イギリス帝国は，冷戦が進行するなか，植
民地政策の中心目標が植民地を責任ある自治
政府へと導いていくことにある旨を宣言し
た。世界各地に効果的で民主的な政府をつく
り，国民国家をつくりあげていくとした。そ
のため，植民地の規模の再編を行い，これに
議会制を導入し，主権の委譲を進めた。しか
し，イギリス帝国たちがそう宣言したのは，
公式の帝国を非公式の帝国へと再編し，地球
規模の影響力を持つ大国であり続けることを
望んだからであった。少なくとも，それまで
築きあげてきた影響力，経済的利益を大きく
損なってまで植民地の人々の自立を望んだわ
けではなかった。ブルネイの場合，そうした
脱植民地化政策の本質がより顕著に現れたよ
うに見える。スルタン・オマール・アリ・サ
イフディン 3世という強力な指導者が現れ，
彼は帝国に留まることを望み，イギリスもそ
こに利益を見出したのであった107）。

本稿においては，ブルネイがマレーシアに
参加しなかった理由についてマレーシア発足
までの過程に焦点を当てて再考を行った。当
然のことではあるが，ブルネイがマレーシア
発足に参加しなかったということとブルネイ
が 1984年に単独で独立したということとは
必ずしも直結するものではない。その後のブ
ルネイには紆余曲折した道が待っていた。本
論末尾でも触れたように，撤退を進めたいイ
ギリス帝国とその庇護下に留まりたいスルタ
ンとが攻防が繰り広げ，最終的に 1984年の
独立に至ったと考えられる。現在の統治体制
の創設に至る過程の解明についてはさらなる
研究が必要である。今後の研究課題としたい。

史　料

The National Archives of the United Kingdom
（TNA）所蔵

イギリス帝国の脱植民地化については史料集が編
まれている。British Documents on the End of 
Empire（BDEE）。同史料集に掲載されている
史料については，出所の後に史料集掲載場所
を明記した。
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